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序     文 

 

 日本国政府はインドネシア国政府の要請に基づき、森林資源モニタリング及び調査シス

テムを強化するとともに、中央、地方の人材育成を図るものとして、2008 年 9 月から 3 年

間の計画で「衛星情報を活用した森林資源管理支援プロジェクト」を実施しています。 

 国際協力機構は、このたび評価 5 項目における評価の実施と提言・教訓を導き出すため

の終了時評価調査団を 2011 年 5 月 15 日から 6 月 3 日の日程で派遣しました。調査団は、イ

ンドネシア側メンバーと合同評価チームを構成して現地調査を行い、その結果を合同評価

レポートとしてミニッツに取りまとめ、署名交換を行いました。 

 本報告書は、終了時評価調査時の調査および協議に基づく結果を取りまとめ、今後の協

力への活用を通じ、更なる発展に繋がることを目的としております。 

 終わりに、これら一連の調査及び協議にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、

心より感謝申し上げます。 
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独立行政法人 国際協力機構 

地球環境部部長 江島 真也 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



現地調査写真 

 

  

 協議の様子（ジャカルタ林業省）     協議の様子（森林計画総局メダン事務所） 

 

 

 
プランテーション（メダン）       ミニッツ署名の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 



 

 

 

略語表 

 

略語 英語または現地語 日本語 

ALOS Advanced Land Observing Satellite 陸域観測技術衛星 

BAPLAN  Badan Planologi Kehutanan  林業省計画局 （現在は林業省

森林計画総局に改称） 

BPKH  Balai Pemantapan Kawasan Hutan  林業省出先事務所 

C/P Counterpart Personnel カウンターパート 

CIFOR Center for International Forestry Research  国際林業研究センター 

DJP Directorate general of Forestry Planning 林業省森林計画総局 

FAO     Food and Agriculture Organization  国際連合食糧農業機関 

GIS Geographic Information System 地理情報システム 

IPB  Institut Pertanian Bogor  

(Bogor Agricultural University)  

 ボゴール農科大学 

IPCC  Intergovernmental Panel on Climate Change  気候変動に関する政府間パネル 

ITTO International Tropical Timber Organization 国際熱帯木材機関 

JAXA Japan Aerospace Exploration Agency 独立行政法人宇宙航空研究開発

機構 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

LAPAN Lembaga Penerbangan dan Antariksa 

Nasional ：National Institute of Aeronautics and 

Space 

国家航空宇宙研究所 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 

MODIS  Moderate Resolution Imaging Spectroradiometer  米国の AQUA/TERRA 衛星に搭

載された光学センサー、広域の

森林資源調査が可能 

NGO Non-Governmental Organization 非政府組織 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PALSAR Phased Array type L-band Synthetic Aperture 

Radar 

フェーズドアレイ方式 L バンド

合成開口レーダ 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マト

リックス 

PO Plan of Operations 活動計画 

R/D Record of Discussion 討議議事録 



 

 

REDD Reducing Emission from Deforestation and 

Degradation 

レッド（森林減少・劣化の抑制

等による温室効果ガス排出量の

削減） 

SAR Synthetic Aperture Radar 合成開口レーダー (宇宙船から

発射したマイクロ波の反射波に

より，解像度の高い画像を得る

レーダー装置) 

SFM Sustainable Forest Management 持続的森林管理 

USAID United States Agency for International 

Development 

米国国際開発庁  
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評価調査結果要約表 

1. 案件の概要 

国名： インドネシア 案件名：衛星情報を活用した森林資源管理支援

プロジェクト 

分野：林業・森林保全 援助形態：技術協力 

所轄部署：地球環境部 森林・自然環境グループ  

森林・自然環境保全第一課 

協力金額（評価時点）：2.15 億円 

 

 

協力期間 

（R/D）2008 年 9 月 11 日～2011 年 9月 10 日 先方関係機関：林業省森林計画総局(DJP)  

（協力開始時：林業省森林計画庁） 

 日本側協力機関：林野庁 

 他の関連協力： 

  

１-１ 協力の背景と概要 

インドネシアの熱帯・亜熱帯森林や湿地帯は、ブラジル、コンゴ民主共和国に次いで世界第 3位の面

積（1億 2千万超 ha）を有する。一方、毎年 2%前後の面積が減少しているとされており（国際連合食糧

農業機関：FAO,2005）、森林の保全と復旧は緊急的な課題と認識されている。森林減少の原因としては、

森林火災、違法伐採・製材加工及び農業等への無計画な土地転用等が挙げられているが、これらは、①

森林資源モニタリングの精度及び森林・土地利用に関する情報の未統合に起因する森林資源情報に対す

る信頼度の低さ、②土地利用等の許認可などに関する関係行政機関との調整の欠如、③急激な地方分権

に伴う法的・制度的混乱、などが背景要因とされている。 

このような課題・問題の解決策の有効策として、一定程度の精度と信頼性をもった森林資源情報を入

手し、関係機関（省庁や地方分権下の各種政府機関、民間企業等）が共有すること、並びに同情報に基

づく適切な森林資源管理計画を立案・実施することが挙げられる。森林資源管理において、同国のよう

な大国では、衛星情報を活用したリモートセンシング技術の活用が必須となってきている。 

インドネシア衛星情報を活用した森林資源管理支援プロジェクト（以下、衛星プロジェクト）は、

PALSAR（JAXA の ALOS 衛星に搭載されているマイクロ波センサー）及び MODIS（米国の AQUA/TERRA 衛星

に搭載された光学センサーで、広域の森林資源調査が可能）の画像を活用した森林資源管理のための森

林リモートセンシングに係る技術移転を行い、既存の森林資源モニタリング及び調査システムを強化す

るとともに、これらに係る中央、地方の人材育成を図るものとして 2007 年度新規案件として採択され

た。その後、2007 年 10 月および 2008 年 2 月の事前評価調査を踏まえ、2008 年 9 月に開始されたもの

である。 

衛星プロジェクトは開始以降、PALSAR の画像解析のための技術指導や判読マニュアルの作成を行って

いる他、インドネシア国の REDD（森林減少・劣化に由来する温室効果ガスの削減）に関する活動（政府

に対する情報提供、他国ドナー等との援助協調など）を行ってきた。2010 年 3 月には、運営指導調査団

を派遣し、活動の進捗状況と今後の協力の方向性の確認を行った。 

衛星プロジェクトは 2011 年 9 月に終了予定であるため、今般終了時評価を行うことになった。 
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1-2 協力内容 

 本協力は、PALSAR の画像を活用した森林資源管理のための森林リモートセンシングに係る技術移転を

行い、既存の森林資源モニタリング及び調査システムを強化するとともに、これらに係る中央、地方の

人材育成を図るものである。 

【上位目標】 

森林資源モニタリング・評価の向上を通じてインドネシアの持続的森林管理が促進される。 

【プロジェクト目標】   

より信頼度の高い森林資源モニタリング・評価を行うカウンターパートの能力が、技術移転と研修を

通じて向上する。 

 

【アウトプット】 

１）衛星画像情報を活用した森林資源モニタリング・評価のデータの精度が向上する。 

２）カウンターパートの能力が向上する。 

 

３）投入（評価時点） 

相手国側： 

プロジェクト要員：管理スタッフ 2名、技術スタッフ 5 名 

ローカル・コスト：n/a 

 

日本側： 

専門家（2011 年 5 月末現在）計 7名 

研修員受け入れ計 18 名 

ローカル・コスト 機材供与（2011 年 5 月末現在）5,184 千円相当 

現地業務費(2011 年 5 月末現在) 54,131 千円相当 

 

2. 評価調査団の概要 

 調査者 （担当分野、氏名、職位） 

団長/総括 畑 茂樹 JICA 地球環境部 技術審議役 

衛星画像解析 鷹尾 元 森林総合研究所 

森林管理研究領域チーム長 

評価計画 鈴木 和信 地球環境部 森林・自然環境グル プ 森 ・自然環境

保全第一課 

評価分析 広内 靖世 国際開発アソシエイツ 
 

調査期間 2011 年 5 月 15 日～6月 1日 評価種類： 終了時評価 

3.評価結果の概要 

3-1 実績の確認 
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3-1-1 アウトプットの実績 

(1) アウトプット １:土地被覆図に表れる雲は PALSAR データを利用することによって、ゼロにな

った。プロジェクトの開発した手法（PALSAR データ判読マニュアル及び PALSAR データ利用（メ

イン衛星画像として）による土地被覆図作成ガイドライン）に基づき、PALSAR データのみを利用

して作成されたサンプル土地被覆図の「技術的に達成可能な精度（土地被覆図上の土地分類タイ

プと現地調査で確認された土地分類タイプの整合率）」は、85％以上であった。ただし、ベースラ

イン情報（LANDSAT データ利用時の精度）がないため、精度が向上したかどうかは不明である。

プロジェクトで開発された手法は、計画では、2011 年 1 月から実用化される予定であったが、未

だ実用化にいたっていない。DJP(旧森林計画庁)は、これまで利用してきた LANDSAT データを

PALSAR データに置き換えることについて決めかねている。これには、①2011 年 2 月の JAXA の方

針変更により、2010 年以降の PALSAR データの無償提供が中止になった、②2011 年 4 月の ALOS

の予期せぬ観測運転停止により、PALSAR データ自体の提供が中断された、という外部条件が影響

しているが、PALSAR データのマニュアル/ガイドラインの最終ドラフトが 2011 年 3 月にずれこん

だことも要因としてあげられる。なお、DJP は、2011 年の土地被覆図作成作業においては、雲の

ある地域の判読を改善するためにPALSARデータをLANDSATデータの補助として利用することを計

画している。しかし、今後の利用については、特に、将来的な PALSAR データの継続的提供及び

JAXA のデータ提供方針が不透明であることから、不明確である。 

 

(2) アウトプット 2: DJP については、プロジェクトで研修を受けた職員は PALSAR データを利用

した土地被覆図作成作業の監督に必要なスキル・知識を得ることができたと思われる。一方、合

計 17 ヶ所の支所（UPT）については、能力形成の度合いに差がある。支所中、9ヶ所においては、

1名以上の職員が上級研修を受講しており、彼らの指導によって、PALSAR を利用した土地被覆図

作成が可能だと推測される。しかし、残りの８ヶ所においては、基礎研修受講者しかおらず、独

力で、PALSAR を利用した土地被覆図作成作業を行うことはできないと推測される。さらに、これ

ら職員は、これまで、実践的な経験を通して、スキルや知識を自分のものにする機会がほとんど

なかったことにも留意すべきである。プロジェクトの残り期間において、OJT が予定されている

が、対象職員/支所や OJT の方法等の詳細は未定であるため、上記課題がプロジェクト終了までに

解決されるかどうか判断できない。 

 

3-1-2 プロジェクト目標の実績 

森林資源情報の信頼度の向上(PALSAR データを利用した土地被覆図から得られる情報が政府文

書でより言及される)については、PALSAR データを利用した土地被覆図が未だ作成されていない

ことから、確認できない。既に記した通り、DJP は今後の PALSAR 利用については、特に、将来的

な PALSAR データの継続的提供及び JAXA のデータ提供方針が不透明であることから、決めかねて

いる。なお、DJP は、2011 年の土地被覆図作成作業においては、PALSAR データを LANDSAT データ

の補助として利用することを計画しているため、PALSAR を利用した土地被覆図から得られる森林

資源情報は、2012 年には他部署・他省庁と共有されると思われる。しかし、政府文書において、

LANDSAT データのみを利用した土地被覆図の場合よりも、より言及されるかどうかは、現時点で
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予測ができない。 

 

3-2 評価結果の要約 

3-2-1 妥当性 

プロジェクトは現在でも妥当であるといえる。PALSAR の活用についても雲の影響を回避出来た

など妥当であった。 

 

プロジェクトの上位目標及びプロジェクト目標は現在でもインドネシア国及び林業省の組織的

ニーズと合致している。また、上位目標はインドネシア国の国家開発計画及び日本の ODA 政策と

も整合性がある。日本の技術優位性も確認された。 

 

3-2-2 有効性 

プロジェクトの有効性は中程度だと判断される。 

 

プロジェクト目標に向かって進捗はみられる。指標の不明確さや指標データの欠如等から、正

確な達成度は判断できないが、アウトプットの全体的な達成度が、プロジェクトではコントロー

ルできない外部要因（JAXAのデータ提供方針の変更によるPALSARデータの無償提供中止及びALOS

の予期せぬ運用終了による PALSAR データ提供自体の中断）等の影響を受けて計画より低めである

ことから、プロジェクト目標の達成度も、計画より低めだと推測され、プロジェクト終了までに、

プロジェクト目標が達成されることはないと思われる。 

 

3-2-3 効率性 

全体的にみると、プロジェクトは概ね効率的だった。 

 

投入は、タイミング、質、量の面で、概ね適切であった。アウトプット１は概ね産出されたが、

プロジェクトではコントロールできない外部条件（JAXA のデータ提供方針の変更による PALSAR

データの無償提供中止及び ALOS の予期せぬ運用終了による PALSAR データ提供自体の中断）の影

響を受けて、十分に産出されることはないだろう。一方、アウトプット 2 は部分的に達成された

が、支所間の人材育成の度合いに格差があり、その差を埋めるための人材育成戦略が不明確であ

ることから、プロジェクト終了までに十分に達成されるかどうか不明確である。 

 

3-2-4 インパクト 

上位目標のプロジェクト終了後 3 年以内の達成は、プロジェクトではコントロールできない外

部要因（JAXA のデータ提供方針の変更による PALSAR データの無償提供中止及び ALOS の予期せぬ

運用終了による PALSAR データ提供自体の中断）の影響により、不確実である。 

 

その他のインパクトとしては、いくつかの正のインパクト（ボゴール農科大学林学部への委託

業務を通して、関わった講師・学生の PALSAR データ利用に関する技能・知識が向上したこと、プ

ロジェクトの広報活動によって国内外に PALSAR に関する意識が向上したこと、等）が確認された。
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負のインパクトは確認されておらず、予測もされない。 

 

3-2-5 自立発展性 

全体的にみると、以下のとおり自立的発展の可能性はあると思われる。しかしながら、PALSAR

データの継続的提供及び JAXA のデータ提供方針に関する不透明さから、DJP は、森林資源モニタ

リング・評価システムにおける PALSAR データの利用について、ポスト・プロジェクト戦略を決め

かねており、実際に自立発展性が確保されるかどうかは不明確である。 

 

制度・組織面:森林資源モニタリング・評価における衛星画像活用の法的・政策的支援は今後も継

続されるとみられる。しかし、DJP は土地被覆図作成における PALSAR データの利用と関連する人

材育成について、主に以下の理由により、未だに明確なポスト・プロジェクト戦略を策定するに

いたっていない。 

(i) 2011 年 2 月の JAXA のデータ提供方針変更によって、JAXA による 2010 年以降の PALSAR デー

タの無償提供が中止になった。 

(ii)2011 年 4 月の ALOS の運用停止により、PALSAR データの提供自体が中断された。 

(iii)PALSAR データの提供再開まで数年の空白がある。 

DJP は、これまで、LANDSAT データを利用した土地被覆図作成作業を大きな支障なく管理運営して

きていることから、PALSAR データ利用が決定されれば、PALSAR データを利用した土地被覆図作成

についても、管理運営していくことができると見込まれる。  

 

財政面:インドネシア政府は、これまで、LANDSAT を用いた土地被覆図作成及び職員対象のリモー

トセンシング研修に必要な予算を措置してきており、PALSAR データ利用が決定されれば、PALSAR

データを利用した土地被覆図作成についても、必要な予算が講じられると考えられる。 

 

技術面:インドネシアのプロジェクト・スタッフ(DJP 本部職員)は、プロジェクト終了までに、

PALSAR データを利用した土地 DJP 被覆図作成作業の監督に必要な実践的知識・技能・経験を身に

つけると考えられる。しかし、PALSAR 利用に関する明確なポスト・プロジェクト戦略が定まって

いないことから、DJP 本部/支所に移転された知識・技能及びプロジェクト成果品（PALSAR データ

判読マニュアル、土地被覆図作成における PALSAR 利用ガイドライン、研修ガイドライン等）が、

プロジェクト後に、活用されるかどうかは不確実である。さらに、プロジェクトを通して上級レ

ベルの技能・知識を得た支所と基礎レベルの技能・知識にとどまっている支所があるが、この差

を埋める人材育成戦略が不明確であることも、プロジェクト終了後の移転技術・成果品の活用に

懸念を抱かせる要因である。 

 

3-3 効果発現に貢献した要因 

3-3-1 計画内容に関すること 

特になし 
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3-3-2 実施プロセスに関すること 

特に PALSAR データ判読マニュアルの作成過程において、インドネシア国内の専門知識を最大活

用するために、インドネシア大学、インドネシア国家航空宇宙研究所(LAPAN)、及び国際林業研究

センター (CIFOR)の専門家から成る技術諮問グループが形成された。同グループの有益な技術的助

言は、マニュアルの技術的完成度を高めることに効果的であった。 

 

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

3-4-1  計画内容に関すること 

プロジェクトのアイデアが十分適切に PDM に反映されているといえない。たとえば、PDM のアウ

トプット及び活動の一部の表現が曖昧であり、多くの指標が十分に定義されておらず解釈が曖昧で

ある（たとえば「信頼度」「精度」「整合性」「システム」など）。さらに、ほとんどの指標において、

達成度を判断するためのクライテリア/計画値が明確ではなく、客観的な検証が困難である。また、

一部の指標は「プロジェクトの要約」の誤ったレベルに設定されており、PDM に記された指標だけ

では、プロジェクトの達成度を把握するのに十分ではない。この結果、プロジェクト開始後、関係

者が PDM に示されたプロジェクトの内容を理解することに時間と労力を要することになった。 

 

3-4-2 実施プロセスに関すること 

インドネシア側のプロジェクト・スタッフが、通常業務及びその他の業務に忙殺されて、プロジ

ェクト活動に十分に参加できなかった。しばしば、打ち合わせ・会議の時間を設定することも困難

であった。 

 

PDM については、2008 年 3 月の JICA 運営指導調査団の派遣時に、調査団及び DJP よって、専門

家チームの準備した指標解釈に関するディスカッション・ペーパーのレビューが行われ、同ペーパ

ーをさらに検討する必要性について合意した。しかし、その後、打ち合わせ時間をみつけることが

困難だったこともあり、指標の解釈が確定されることはなかった。また、指標の解釈以外の PDM の

課題については、見過ごされてきた。このため、PDM のアウトプット・プロジェクト目標・上位目

標が具体的に目指すところ（達成が期待される状態）や達成状況（見込み）について関係者が共通

な理解をもつことが困難であった。 

 

3-5 結論 

 プロジェクトは現在でも妥当である。プロジェクトの有効性は中程度と判断され、また概ね効率的

であった。インパクトについては、上位目標のプロジェクト終了後 3年以内の達成は、プロジェクト

ではコントロールできない外部要因の影響により不確実である。その他のインパクトとしては、いく

つかの正のインパクトが確認され、負のインパクトは確認されておらず、予測もされない。自立的発

展の可能性はあると思われる。しかしながら、PALSAR データの継続的提供及び JAXA のデータ提供方

針に関する不透明さから、DJP は、森林資源モニタリング・評価システムにおける PALSAR データの利

用について、ポスト・プロジェクト戦略を決めかねており、実際に自立発展性が確保されるかどうか

は不明確である。 
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3-6 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

3-6-1 短期的提言（プロジェクト終了までにプロジェクトに対する提言) 

 終了時評価調査団は、2011 年の 4 月の JCC において OJT の実施が承認され、今でも OJT を計画中

にあると理解した。残りの期間が限られていることを踏まえて、研修場所や対象者などの研修内容

を議論し、早急に決定することを提案する。加えて、PALSAR 画像を使用した土地被覆図を作成す

るための能力開発にギャップがあることから、プロジェクトにおいて能力開発に係る明確な戦略を

構築することが必要である。 

 プロジェクトが開発した土地被覆図作成のためのPALSAR画像利用ガイドラインはPALSAR画像解析

のみを扱っており、林業省が採用しているランドサットのような通常の解析については参照をして

いない。従って、ランドサット画像の解析を補完する PALSAR 画像の解析方法をガイドラインに反

映し、その技術的手法をこれまでにインドネシアにおいて採用されてきた土地被覆図の作成技術と

統合することが望ましい。また、ガイドラインの名称も、これまでの地図作成に PALSAR 画像を補

完的に利用することが明確に分かるように変更することが望ましい。 

 今回の調査を通じて、プロジェクトが開発した技術が高い精度を持った非常に革新的なものである

ことが分かった。この業績に対する理解が外部の関係者によって、今後より広まっていくために、

以下の活動を追加的に実施していくことを提案する。 

 技術の精度を測定し、1982 年に Card が提案したように区分毎の積算に係るバイアスを修正する。

 土地被覆区分の異なるレベル毎に技術的な精度表をまとめ、分類に係るより簡易、あるいは高いレ

ベルの要求に応えていくために高い精度のものを実証する。 

 これまでに林業省が実施してきた方法で得られた技術的な精度とプロジェクトで開発したものと

比較する。その結果、ベースラインとして 2011 年の 6月あるいは 7月に発表されると思われる「イ

ンドネシア土地被覆図（2011）」の一部として反映されることが期待される。 

 プロジェクトの成果の要約を英語でまとめ、印刷製本し、国際的な会議等の場でプロジェクトの結

果を発表する。 

 

3-6-2 長期的提言（プロジェクト終了後のインドネシア側に対する提言） 

 林業省は、土地被覆図の作成に PALSAR 画像を補完的に利用し、判読マニュアルや研修ガイドライ

ンといったプロジェクトの成果品を、毎年本部と全ての地方職員を対象として実施している研修の

資料として活用する。特に、能力の高い限られた職員に対しては、将来的な PALSAR 画像の利用の

可能性を見据え、PALSAR 画像の前処理的な知識と技術を提供する。 

 終了時評価調査団はプロジェクトが開発した PALSAR 画像解析がこれまで林業省が採用してきた手

法と比較して、特に地図作成に係る時間的な間隔が短い場合の緊急的な対応という点で潜在的な優

位性があることを確認した。現行のランドサット画像（TM/ETM+）判読では、雲を取り除くために

２年間程度、通常３から４年、あるいはそれ以上の画像の集積が必要なため、被覆図改定間隔を最

低２年とするか、または間隔を２年以下とする場合には、その代償として雲の増加を容認する必要

がある。従って、林業省が地図更新に係る期間を 3年間から 1年程度に短縮したいという計画は、

今と同じ解析方法を採用していれば、精度の低い地図しか出来ない状況を生むだけである。逆に、
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PALSAR や今後打ち上げが計画されている後継 ALOS は、短い期間で更新頻度を高くすることも可能

な雲のない画像の提供が可能である。よって、林業省は、地図作成の間隔を短くしたいという必要

性に鑑みて、インドネシアのある地域を対象に、PALSAR 画像の解析の応用の可能性を検証するこ

とが必要である。 

 プロジェクトでは、非常に精度の高い PALSAR 画像解析の技術を開発した。これは、今後、土地被

覆図作成に PALSAR 画像を使用する方法を証明したと思われる。林業省は、森林減少の発見や炭素

量推計といった政策の実施に向け、将来広く使用される森林モニタリングシステムを構築するため

に、他の衛星画像や手法と併せて、PALSAR 画像の更なる利用可能性を考えることが必要である。

 

3-7 教訓 

本プロジェクトを通じて、ボゴール農科大学と共同で業務を行ったことが、彼らの PALSAR 画像の

処理に係る技術向上に大きく貢献したことが示された。国立大学のような教育機関は、政府に対す

る将来的な人材リソースの提供機関として有望であると思われる。 

 

3-8 フォローアップ状況 

 特になし。なお、今後インドネシアにおける REDD+の協力に際しては、本件協力の成果の活用を検討

していく予定である。 
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Summary of Terminal Evaluation 

I. Outline of the Project 

Country： Indonesia Project title：The Project for the Support on Forest 

Resources Management through Leveraging Satellite 

Image Information  

Issue/Sector: Forestry and Forest 

Conservation 

Cooperation scheme：Technical Cooperation 

Division in charge：Forestry and Nature 

Conservation Division 1, Forestry and 

Nature Conservation Group, Global 

Environment Department 

Total cost： - 

 

Period of 

Cooperation 

(R/D):  

Sep. 11, 2008～Sep.10, 2011

 

Partner Country’s Implementing Organization ：

Directorate general of Forestry Planning (DJP), 

Ministry of Forestry (MOF) 

Supporting Organization in Japan： Forest Agency 

Related Cooperation： Nothing 

1. Background of the Project 
Indonesia's tropical and subtropical forests and wetlands have the third largest area (over 120 

million ha) after Brazil and the Democratic Republic of Congo. On the other hand, forest has been 
decline by 2% annually (FAO, 2005), and forest conservation and restoration has been recognized 
as an urgent issue. Causes of deforestation include forest fires, illegal logging, timber processing 
and unplanned land conversion to agriculture. Background of these causes are, ①the accuracy of 
monitoring forest resources, law reliability caused by non-integrated information ② lack of 
coordination with related government agencies on land use permits,  ③a lack of legal and 
institutional arrangements which results from rapid decentralization. 
 
As effective measures to deal with issues above, it is necessary to obtain forest resources 

information with a certain degree of accuracy and reliability, to share such information among 
relevant organizations (various ministries , government agencies under decentralization 
condition and private companies), and to develop and implement appropriate forest resource 
management plan based on information above. In forest resources management in Indonesia, 
remote sensing techniques utilizing satellite image is needed. 
 
The Project for the Support on Forest Resources Management through Leveraging Satellite 

Image Information (“The Project”) is transferring forest remote sensing techniques for forest 
resources management by using PALSAR (microwave sensor the ALOS satellite in JAXA)  and 
MODIS (optical sensors on satellites AQUA / TERRA U.S. which can conduct wide-area survey of 
forest resources)，and strengthen current forest resources monitoring system. Moreover, the 
Project was formulated for capacity development for central- and local-level staff. JICA 
implemented Ex-ante evaluation in October, 2007 and February, 2008, and the Project started in 
September, 2008. 
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The Project conducted technical instruction on PALSAR image interpretation and developed 
interpretation manual. In addition, the Project carried out activities related to REDD (reducing 
emissions from deforestation and forest degradation) such as provision of information and donor 
coordination. In March, 2010, JICA monitoring mission was dispatched to understand current 
situation and to discuss future perspective. 
Considering the project is scheduled for completion in September 2011, terminal evaluation is 

made this time. 
 

2. Summary of the Project  

(1) The Project Purpose: BAPLAN’s capacity to conduct more reliable forest resources 

monitoring and assessment is upgraded through transfer of technology and training 

(2) The Overall Goal: Sustainable Forest Management (SFM) is promoted in Indonesia 

through the upgraded forest resources monitoring and assessment 

(3) The Outputs 

1) Output 1: Accuracy of forest resources monitoring and assessment data utilizing 

satellite image information is improved 

2) Output2: Capacity of BAPLAN and its UPTs id upgraded 

 (4) Inputs: 

 1) Indonesian side 

Allocation of  
project 
personnel: 

Management 
personnel:2 persons 
Technical 
personnel:5persons 

Running 
Expenses: 
 

n/a 

 

2)Japanese side 

Dispatch of 
Experts: (as of 
Jun 2011) 

7persons in total  Provision of 
Equipment: 

n/a 

Project 
personnel 
Trained in 
Japan: 

18 persons in total Local Activity 
Cost: 

n/a  

 

II. Evaluation Team 

Members of 

Evaluation 

Team 

 

Title Name Position 

Leader Mr.Shigeki  

Hata 

Executive Technical Advisor to the Director 

General, Global Environment Department 

 Dr.Gen Takao Department of Forest Management, Forestry 

and Forests Products Research Institute 

 Mr.Kazunobu 

Suzuki 

Advisor, Forestry and Nature Conservation 

Division I, Forestry and Nature Conservation 

Group, Global Environment Department 

Evaluation 
Analysis 

Ms.Yasuyo 

Hirouchi 

Permanent Expert, International Development 

Associates, Ltd. 
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Period of 

Evaluation 

 5/ 15/ 2011- 1/ 6/ 2011 Type of Evaluation ： Terminal 

evaluation 

III. Results of Evaluation 

3-１ Accomplishment of the Project. 

3-1-1 Accomplishment of the Outputs 

(1) Output 1: The cloud cover appeared in the land cover map is eliminated by using PALSAR 

data.  An interpretation manual for PALSAR data as well as a guideline for the use of 

PALSAR data for land cover mapping (as main satellite images) has been developed.  

Technically achievable accuracy (i.e. matching ratio between the land cover types appeared 

on the sample land cover maps formulated based on the above manual/guideline, using 

only PALSAR 50-m Resolution Ortho Mosaic data, and the land cover types identified 

through field surveys) based on the methods developed by the Project was more than 85%.  

Land cover mapping based on the developed methods, however, has not been 

operationalized yet: DJP has not yet reached an organizational decision on substituting 

PALSAR for LANDSAT because of discontinuation of free-of-charge provision of PALSAR 

data by JAXA from 2010 data due to change in a data provision policy of JAXA and 

unexpected termination of ALOS operation in April 2011. In addition, the final draft of the 

PALSAR data interpretation manual was not available until March 2011.  At present, 

DJP is planning to use the PALSAR data as complement to the LANDSAT data in the land 

cover mapping process in 2011, but DJP is uncertain about utilization of PALSAR data in 

the future especially in light of uncertainties related to continuous provision of PALSAR 

data and JAXA’s data provision policy in the future. 
 

(2) Output 2: With regard to DJP, the officers trained by the Project are expected to have 

gained skills and knowledge necessary for supervision of land cover mapping using 

PALSAR data.  As for UPTs, there is a gap in capacity building.  From 9 UPTs  at least 

one officer has participated in advanced-level training: these UPTs are presumably ready 

to formulate land cover maps using PALSAR data through leadership of the officers with 

advanced skills and knowledge.  In contrast, the other 8 UPTs have the officers who were 

trained only in basic-level (or less-advanced) courses.  Presumably, these 8 UPTs are not 

ready to formulate land cover maps using PALSAR data for themselves.  It should also be 

noted that the officers trained by the Project have had little opportunities to familiarize 

themselves with the skills and knowledge through practical experiences.  Though 

on-the-job training (OJT) is scheduled in the remaining period, the details, including 

target officers/UPTs and modality of OJT, are yet to be finalized.   

 

3-1-2 Accomplishment of the Project Purpose 

Improvement of reliability of forest resource information was not able to be confirmed 
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because the land cover maps, utilizing PALSAR data, from which the information would be 

acquired from, are yet to be formulated by DJP.  As stated already, DJP has not been able 

to decide on the use of PALSAR in their land cover mapping especially in light of 

uncertainties related to continuous provision of PALSAR data and JAXA’s data provision 

policy in the future.  For reference, such information is likely to be made available for 

other Departments of the Ministry of Forestry or other Ministries in early-mid 2012 since 

DJP is planning to use PALSAR in their land cover mapping process in 2011 as complement 

to LANDSAT 

 

3-2 Summary of Evaluation 

3-2-1 Relevance 

The Overall Goal is relevant with the needs of Indonesia.  The Project Purpose is 

consistent with the organizational needs of DJP.  The Overall Goal and the Project 

Purpose are relevant with the latest Mid-term Development Plan (2010-2014) of Indonesia 

as well as Official Development Assistance (ODA) policies of Japan.  Technical advantage 

of Japan is confirmed.   

 

Overall, the Project is considered to be still relevant.  

 

3-2-2 Effectiveness   

Progress has been made towards achievement of the Project Purpose but the exact degree of 

achievement was not able to be assessed because of unavailability of the relevant data.  

Judging from the overall achievement level of the Outputs, achievement level of the Project 

Purpose is presumed to be lower than expected due to adverse effects posed by the external 

condition beyond the control of the Project (i.e. discontinuation of free-of-charge provision of 

PALSAR data by JAXA and unexpected termination of ALOS operation in April 2011).   

 

Taken together, the Project is considered moderately effective.  

 

3-2-3  Efficiency 

In general, the Inputs from the both Indonesian and Japanese sides have been mostly 

appropriate in producing the Outputs in terms of timing, quality and quantity.  Output 1 

has been mostly produced but is not likely to be fully produced due to external factors that 

are beyond control of the Project (i.e. discontinuation of free-of-charge provision of PALSAR 

data by JAXA and the unexpected termination of ALOS operation).  Output 2 has been 

moderately produced.  It is uncertain whether Output 2 would be fully produced by the 

Project end mainly because the Project is yet to come up with a clear capacity building 
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strategy for the remaining period. 

  

On the whole, the Project has been mostly efficient.  

 

3-2-4  Impacts  

Impacts at the Overall Goal level: It is unclear if the Overall Goal would be achieved in 

three years after the termination of the Project due to adverse effects posted by the external 

factors that cannot be controlled by the Project (i.e. discontinuation of free-of-charge 

provision of PALSAR data by JAXA and the unexpected termination of ALOS operation) 

 

Other impacts: Some positive impacts have been observed, including the increased 

knowledge and skills of lectures and students of IPB on PALSAR through participation in 

the works contracted out to Faculty of Forestry of IPB, and increased awareness on the use 

of PALSAR through publicity activities of the Project. Negative impacts have not been 

observed.  They are not foreseen, either.  

 

3-2-5 Sustainability  

Institutional and organizational aspects: The legal and policy support for utilization of 

satellite images in forest resource monitoring is likely to continue.  DJP has not been able 

to come up with a clear post-project strategy on the use of PALSAR data in land cover 

mapping and associated capacity building especially because (i) discontinuation of 

free-of-charge provision of PALSAR data by JAXA from 2010 data due to change in a data 

provision policy of JAXA; (ii) provision of the PALSAR data itself has been discontinued due 

to power anomaly experienced by ALOS in April 2011; and (iii) there should be a time-gap 

of a few years until PALSAR data becomes available again. Meanwhile, DJP would be able 

to manage land cover mapping process, using PALSAR, given such a decision is reached 

because it has managed land cover mapping, using LANDSAT, through coordination with 

relevant organizations.   

 

Financial aspects: DJP has formulated land cover maps, using LANDSAT, with their own 

budget.  Necessary budget is likely to be allocated for land cover mapping, using PALSAR, 

given a decision on the use of PALSAR is made by DJP. 

 

Technical aspects:  It is presumed that, the Indonesian Project Personnel will have 

acquired practical knowledge, skills, and experience on the use of PALSAR, which are 

necessary for continuation of the relevant activities in the post-project period.  It is 

uncertain whether the knowledge and skills transferred to the officers of DJP/UPTs as well 
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as the project deliverables, including the PALSAR data interpretation manual, Guideline 

for using PALSAR data for land cover mapping, training modules and training guidelines, 

etc. would be actually utilized in the future, because DJP has not been able to come up with 

a post-project strategy on the use of PALSAR as noted above.  In addition, the capacity 

development strategy to fill-up a gap between the UPTs with advanced skills and those only 

with basic skills in the remaining period is not clear, which also raises concern over 

utilization 

 

Taken together, It seems possible, but is not certain whether the sustainability of the 

Project would be ensured because DJP has not been able to nail down a post-project 

strategy, especially on the use of PALSAR in its forest resource monitoring and assessment 

system in light of uncertainties related to continuous provision of PALSAR data and JAXA’s 

data provision policy in the future, which are beyond the control of the Project.  

 

3-3 Factors that promoted realization of effects 

3-3-1 Factors concerning to Planning 
Nothing special 

 
3-3-2 Factors concerning to Implementation 

Technical Advisory Group, consisting of experts from University of Indonesia, Indonesian 

National Institute of Aeronautics and Space (LAPAN), and Center for International Forestry 

Research (CIFOR), has been formulated in order to take most advantage of the expertise 

available in Indonesia, in particular in the development process of PALSAR Data 

Interpretation Manual.   Valuable technical advice made by the Members of the Group, who 

were invited to internal workshops and meetings, have been duly reflected in the Manual. 

 

3-4．Factors that impeded realization of effects  

3-4-1 Factors concerning to Planning 

The project design was not clear enough.  For example, descriptions of some of the Activities 

and Outputs were vague and most of the Objectively Verifiable Indicators were not well 

defined.  In addition, many of the Indicators lack criteria to judge their achievement level so 

that they were not objectively verifiable. Some Indicators were placed at a wrong level of the 

Narrative Summary.  Furthermore, Indicators of the PDM were not sufficient to assess the 

achievement of the Project properly.  As result, the concerned personnel had to invest the 

time and effort in understanding the contents of the Project described in the PDM.  
 

3-4-2 Factors concerning to Implementation 

Project staff of DJP has been occupied with routine work and other tasks so that they could 
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not participate in the Project Activities fully.  It was often difficult to find time for 

meetings/discussions. 

 

As for the PDM, during the visit of the JICA Consultation Team in March 2008, a discussion 

paper on interpretation on PDM, prepared by the Japanese Expert Team, was reviewed and 

the necessity of further elaboration of the paper was agreed.  The paper, however, has not 

been discussed within the Project as it has been difficult to find convenient meeting time.  

Meanwhile, the issues other than definition of the Indicators have been left unnoticed.  This 

has made it difficult for all those concerned to have common understanding on the expected 

achievement level and progress of the Outputs and the Project Purpose of the PDM. 

 

3-5 Conclusion 

The Project is still relevant and moderately effective. And the Project has been mostly efficient. 

It is unclear if the Overall Goal would be achieved in three years after the termination of the 

Project due to adverse effects posted by the external factors that cannot be controlled by the 

Project. In the meantime, some positive impacts have been observed. Negative impacts have 

not been observed. They are not foreseen, either.  

It seems possible, but is not certain whether the sustainability of the Project would be ensured 

because DJP has not been able to nail down a post-project strategy, especially on the use of 

PALSAR in its forest resource monitoring and assessment system in light of uncertainties 

related to continuous provision of PALSAR data and JAXA’s data provision policy in the future, 

which are beyond the control of the Project. 

 

3-6 Recommendations 

3-6-1  By the end of the Project 

 The Evaluation Team recognized that implementation of OJT was approved at the 

JCC (April, 2011), and that the Project is in the process of planning OJT. 

Considering that remaining time is very limited, it is recommended that the 

Training contents such as place and target participants be discussed and 

immediately agreed by the Project. In addition, recognizing that there is a gap in 

capacity development to formulate land cover maps using PALSAR data, it is 

recommended that the Project develop a clear capacity development strategy. 

 The Evaluation Team found that “Guideline for using PALSAR data for land cover 

mapping” which has been developed by the Project described solely the PALSAR 

image interpretation with no relevance to the conventional Landsat image 

interpretation that MoF had adopted. Therefore, it is recommended that the 

interpretation guideline further describe the complementary use of PALSAR 
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image interpretation to the Landsat image interpretation so that the developed 

method be integrated in the conventional land cover mapping. The Team also 

recommends changing the title of the guideline so as to explicitly indicate the 

complementary use of PALSAR to the conventional mapping scheme. 

 The Evaluation Team found the method developed by the Project very innovative 

with high accuracy. To promote a better understanding of this achievement by the 

external stakeholders, the Team recommends to the Project the additional actions 

as follows; 

 Calibrate the accuracy table and correct the bias in area estimation of each class as 

recommended by Card (1982). 

 Present the aggregated accuracy tables by different levels of land cover classes so as 

to demonstrate the higher accuracies for simpler (or higher level) classification 

demands. 

 Compare the resulted accuracies with the accuracies by the conventional Ministry of 

Forest land cover map, which is supposed to be released for the first time as a part of 

the “Land Cover Map of Indonesia, 2011 ” in coming June or July, as a baseline.  

 Publish the summary of the Project products in English and proactively present the 

Project results in international arenas. 

 

3-6-2 After the end of the Project 

 It is recommended that Ministry of Forestry utilize PALSAR images as a complementary 

data source for land cover mapping as suggested in the guideline and manuals by adopting 

those products as the materials for the training which HQ regularly conducts every year 

with participation of HQ staff and all UPT’s staff in Indonesia. For those limited staff with 

excellent abilities, it is recommended to provide knowledge and skills in ALOS PALSAR 

pre-processing for their possible use in further application. 

 The Evaluation Team found that the PALSAR image interpretation developed by the 

Project would be potentially superior to the conventional Landsat image interpretation 

adopted by MoF in terms of the temporal resolution especially when the mapping interval 

becomes shorter. Usually 3 to 4 or more Landsat TM/ETM+ images acquired over a period 

of 2 years are necessary for interpretation of an area so as to minimize the cloud cover by 

mosaicking cloudless parts of the images. This image acquisition period limits the updating 

interval of the map to 2 years or longer, otherwise wider cloud coverage in the resultant 

maps should be accepted in return for a shorter updating interval. Thus, MoF’s plan to 

shorten the interval of land cover mapping from 3 years to merely 1 year would result most 

likely in a series of maps with lower quality if they continue the same interpretation 

procedure. In contrast, PALSAR and the scheduled ALOS2 SAR can provide cloudless 
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images with a precise temporal resolution which would allow more frequent mapping with 

a narrow time window. Thus the Team recommends for MoF to evaluate the feasibility of 

the PALSAR image interpretation applying in any given area in Indonesia in response to 

the shorter mapping interval requirement. 

 The Evaluation Team found that the Project had accomplished development of the PALSAR 

image interpretation at an excellent level of accuracy, which demonstrated the modality of 

usability of PALSAR for land cover mapping. It was recommended that MOF further 

explore possible applications of PALSAR data for its policy implementation, e.g. 

deforestation detections and/or carbon stock estimation, in combination with other data 

sources and methods so as to make wider and robust options of forest monitoring in future.

 

3-7 Lessons learned 

 It could be a good idea to have a target of technical transfer outside of the government.  

The Project showed that working with staff of IPB contributed to developing their skill for 

dealing with PALSAR data. Educational institution like national university has a potential 

to be a source of providing human resources to the government.    

 

3-8 Follow-up situation 

Nothing.  

It is suggested that outputs/outcome of the Project be utilized in REDD+ project in future in 

Indonesia. 
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第 1 章 評価調査の概要 

 

1-1 調査背景・経緯 
インドネシアの熱帯・亜熱帯森林や湿地帯は、ブラジル、コンゴ民主共和国に次いで世

界第 3 位の面積（1 億 2 千万超 ha）を有する。一方、毎年 2%前後の面積が減少していると

されており（FAO,2005）、森林の保全と復旧は緊急的な課題と認識されている。森林減少の

原因としては、森林火災、違法伐採・製材加工及び農業等への無計画な土地転用等が挙げ

られているが、これらは、①森林資源モニタリングの精度及び森林・土地利用に関する情

報の未統合に起因する信頼度の低さ、②土地利用等の許認可などに関する関係行政機関と

の調整の欠如、③急激な地方分権に伴う法的・制度的混乱、などが背景要因とされている。 

このような課題・問題の解決策の有効策として、一定程度の精度と信頼性をもった森林 

資源情報を入手し、関係機関（省庁や地方分権下の各種政府機関、民間企業等）が共有

すること、並びに同情報に基づく適切な森林資源管理計画を立案・実施することが挙げら

れる。森林資源管理において、インドネシアのような大国では、衛星情報を活用したリモ

ートセンシング技術の活用が必須となってきている。 

インドネシア衛星情報を活用した森林資源管理支援プロジェクト（以下、衛星プロジェ

クト）は、PALSAR（JAXA の ALOS 衛星に搭載されているマイクロ波センサー）及び MODIS

（米国の AQUA/TERRA 衛星に搭載された光学センサーで、広域の森林資源調査が可能）の

画像を活用した森林資源管理のための森林リモートセンシングに係る技術移転を行い、既

存の森林資源モニタリング及び調査システムを強化するとともに、これらに係る中央、地

方の人材育成を図るものとして 2007 年度新規案件として採択された。その後、2007 年 10

月および 2008 年 2 月の事前評価調査を踏まえ、2008 年 9 月に開始されたものである。 

衛星プロジェクトは開始以降、PALSAR の画像解析のための技術指導や判読マニュアルの

作成を行っている他、インドネシア国の REDD（森林減少・劣化に由来する温室効果ガスの

削減）に関する活動（政府に対する情報提供、他国ドナー等との援助協調など）を行って

きた。2010 年 3 月には、運営指導調査団を派遣し、活動の進捗状況と今後の協力の方向性

の確認を行った。 

衛星プロジェクトは 2011 年 9 月に終了予定であるため、今般終了時評価を行うことにな

った。 

 

1-2 調査目的 
今回実施する終了時評価調査は、プロジェクト活動の実績、成果を確認し、評価 5 項目

（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、インドネシア側と合

同で評価を行う。また、プロジェクト終了後の方向性に関し、インドネシア側や JICA 関係

者（実施中のプロジェクト専門家等）と協議を行う。さらに、今後のプロジェクト活動に

対する提言及び今後の類似事業の実施にあたっての教訓を導く。これらの調査によって得

られた評価結果、提言等については、合同評価レポート（joint evaluation report）を日本・イ

ンドネシア合同で作成し、プロジェクト実施機関である林業省 森林計画総局と協議議事録
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（M/M）にて、内容を双方で確認することとする。 

 

1-3 調査団構成 
 氏名 担当分野 所属 

１ 畑 茂樹 団長/総括 JICA 地球環境部 技術審議役 

２ 鷹尾 元 衛星画像解析 森林総合研究所 

森林管理研究領域チーム長 

３ 鈴木 和信 評価計画 地球環境部 森林・自然環境グループ 森林・

自然環境保全第一課 

４ 広内 靖世 評価分析 国際開発アソシエイツ 

 

(参考：インドネシア側評価メンバー) 

・インドネシア大学講師 Rokmatuloh 氏 

・ボゴール農科大学教授 Ani 氏 

 

1-4 調査日程 
5 月 15 日（日）  関西→シンガポール 

シンガポール→ジャカルタ 

5 月 16 日（月）  JICA インドネシア事務所打ち合わせ 

プロジェクト専門家と協議 

5 月 17 日（火）  資料整理・分析 

5 月 18 日（水）  林業省関係者およびプロジェクト専門家と協議 

インドネシア側評価委員との打ち合わせ 

5 月 19 日（木）  林業省関係者およびプロジェクト専門家と協議 

インドネシア側評価委員との打ち合わせ 

5 月 20 日（金）  林業省関係者およびプロジェクト専門家と協議 

インドネシア側評価委員との打ち合わせ 

5 月 21 日（土）  資料整理・分析、評価報告書作成 

5 月 22 日（日）  資料整理・分析、評価報告書作成 

（以上広内団員のみの日程） 

 

5 月 23 日（月）  成田→ジャカルタ （畑団長、鷹尾団員、鈴木団員） 

5 月 24 日（火）  9：00 JICA インドネシア事務所打ち合わせ 

10：00 団内打ち合わせ 

   14：00 プロジェクト専門家と協議 

5 月 25 日（水）  8：30 インドネシア側評価団員との打ち合わせ 

   10：00 森林計画総局長 表敬・協議 

   14：00 第 1 回合同評価委員会 

5 月 26 日（木）  8：30 JICA インドネシア事務所打ち合わせ 
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   （畑団長、鈴木団員） 

   8：30 林業省打ち合わせ（鷹尾団員、広内団員） 

   12：00 林業省大臣顧問 表敬・協議 

   午後 団内打ち合わせ 

   ジャカルタ→メダン（畑団長、鷹尾団員、鈴木団員） 

5 月 27 日（金）  8：30 森林計画総局メダン事務所 協議 

   14：00 現地視察 

5 月 28 日（土）  メダン→ジャカルタ 

   18：00 団内打ち合わせ 

（広内団員は 5 月 27 日および 28 日は資料整理・分析、評価報告書作成） 

5 月 29 日（日）  資料整理・分析、評価報告書作成、団内打ち合わせ 

5 月 30 日（月）  団内打ち合わせ、林業省およびプロジェクト専門家との協議 

5 月 31 日（火）  9：30 林業省との協議 

   午後 第 2 回合同評価委員会、団内打ち合わせ 

6 月 1 日（水）  9：30 林業省との MM 協議・署名 

   13：00 JICA インドネシア事務所報告 

   15：30 日本大使館報告 

 

1-5 プロジェクト概要 
（１）協力期間：2008 年 9 月 11 日～2011 年 9 月 10 日（3 年間） 

（２）C/P 機関：森林計画総局 

 
 
 
 
 
 

 

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 

【上位目標】 

森林資源モニタリング・評価の向上を通じてインドネシアの持続的森林管理が促進される。

【プロジェクト目標】 

より信頼度の高い森林資源モニタリング・評価を行うカウンターパートの能力が、技術移転

と研修を通じて向上する。 

 

【アウトプット】 

１）衛星画像情報を活用した森林資源モニタリング・評価のデータの精度が向上する。 

２）カウンターパートの能力が向上する。 
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第 2 章 評価の方法 

 

2-1 調査の流れ 
今回の評価は、JICA 事業評価ガイドライン改訂版「プロジェクト評価の実践的手法」及

び「新 JICA 事業評価ガイドライン 第 1 版」」に準拠して行った。評価の基になる PDM は、

2009 年 1 月の JCC によって承認された PDMver1 を使用した。評価に先立ち、プロジェクト

関係文書（事前調査報告書、専門家によるインセプション・レポート、年次報告書を含む）

に基づき、評価のデザインとして評価グリッドを作成した。日本側、インドネシア側双方

による合同評価調査団は、過去のプロジェクト記録等の資料調査、プロジェクト関係者へ

の事前質問票調査及びインタビュー調査、また現地視察を行い、情報を収集した。これら

の結果をもとに、合同評価報告書案を作成し、合同評価委員会における協議を経て、報告

書を完成させた。 

 

2-2 調査項目 
2-2-1 プロジェクトの実績の確認 

R/D、及び PDM の計画に沿ってプロジェクトの投入、アウトプット、プロジェクト目標

が達成された度合いを検証する。 

 

2-2-2 実施プロセスの検証 

プロジェクトの実施過程全般を見る視点であり、活動が計画通り行われているか、また

プロジェクトのモニタリングやプロジェクト内のコミュニケーションが円滑に行われてい

るかを検証する。 

 

2-2-3 評価項目ごとの分析 

1） 妥当性： 

プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が、     評価

を実施する時点において妥当か（インドネシアの国家開発計画及び日本の ODA 政

策との整合性はあるか、受益者のニーズに合致しているか等）、プロジェクトの戦

略･方法は妥当か等を評価する。 

2） 有効性： 

プロジェクト目標達成の見込みはあるか、プロジェクト目標に対しアウトプット

は適切か、目標達成の貢献・阻害要因はあるか等を評価する。 

3） 効率性： 

投入に見合ったアウトプットが産出されているか、活動スケジュールと投入のタ

イミング・質・量はアウトプット産出には適切だったか等を評価する。 

4） インパクト： 

上位目標達成の見込みはあるか、その他、プラスのインパクトはあるか（予測さ

れるか）、予期していなかったマイナスのインパクトはあるか（予測されるか）、

マイナスのインパクトがある場合、それに対する対策は講じられているかを評価
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する。 

5） 自立発展性： 

協力が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みについて、組

織制度面、財政面、技術面から評価する。 

 

2-3 情報収集・入手手段 
現地調査に先立ち、プロジェクトに投入の実績に関する情報提供を依頼した。さらに、

主としてプロジェクトの実施プロセス・評価 5 項目に関する質問票を英語で作成し、事前

に配布した。現地においては、指標及び実施プロセスの確認と評価 5 項目に関する補足情

報を収集するために、質問票回答者に対してセミ･ストラクチャード・インタビューを行っ

た。インドネシア側と日程の折り合いのついたインタビューは、インドネシア側と合同で

行った。インタビューは基本的に個別とした。 

5



第 3 章 プロジェクトの実績と実施プロセス1

3-1 プロジェクトの実績 
3-1-1 投入実績 

計画 実績(特に言及のない限り 2011 年 3 月 1 日現在) 

(1) インドネシア側  

1) 人員 

・プロジェクト・ディレクター 

・プロジェクト・マネージャー 

・他のカウンターパート・事務員

 

現在、合計 7 名の職員（プロジェクト・ディレクタ

ー、プロジェクト・マネージャー、及び技術スタッ

フ 5 名）がプロジェクト要員として配置されている。

 (詳細は合同評価報告書（英文）添付の RM A-1 参

照) 

2)土地・施設 

・オフィス 

・その他、プロジェクト実施に必

要な施設 

左記の土地・施設は計画通り投入されている。 

3)事務・運営費 DJP はプロジェクト活動に必要な事務・運営費を措

置してきた 

(2) 日本側 
1) 専門家 

・チーフ・アドバイザー/林業計画

・ 衛星画像解析  

・データベース管理  

・プログラミング  

・GIS 

・その他、プロジェクト実施に必

要な専門家  

これまで、(i)チーフアドバイザー/林業計画(1 名)、(ii)

衛星画像解析（計 2 名、7 回）、(iii)業務調整員(1 名、

3 回)、及び(iv)SAR 判読（計 3 名、7 回）の分野の合

計 7 名の専門家が派遣された。 

 

注: データベース管理、プログラミング、及び GIS

の専門家は、当初、活動 1-7 のしたで予定されてい

た統合 GIS 開発支援のために派遣が計画されてい

た。しかし、DJP は、2008～2009 年に USAID の支

援で Web-GIS のデータベースを開発しており、その

際に必要な技術移転がなされたことから、これらの

専門家の派遣は見送られた。

 

(詳細は合同評価報告書（英文）添付の RM B-1 参照)

2)資機材 

・PC、ソフトウェア 

・その他、プロジェクト実施に必

これまで、PC、GIS、ソフトウェア、プロジェクタ

ー、コピー機、イメージ・プロセッサー、A0 プロッ

ター等、総額 5,184 千円相当の機材が投入された。

                                                        
1 基本的に合同評価報告書の和訳であり、補足は脚注に示している。また、和訳は原文に忠実であること

を心がけた。この点は、PDM の関連部分の訳についても同様である。これまでのプロジェクト関連資料に

は、PDM の英文と和文が異なる部分が散見されたが、今回は、従来の訳にとらわれず、なるべく原文に忠

実に訳した。 
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計画 実績(特に言及のない限り 2011 年 3 月 1 日現在) 

要な資機材  

(詳細は合同評価報告書（英文）添付の RM B-2 参照)

3) 研修員受け入れ これまで、林業省の 18 名の職員（8 名の DJP 本部職

員及び 10 名の支所職員）が日本で研修を受けた。 

 

(詳細は合同中間レビュー報告書（英文）添付の RM 

B-3 参照) 

4) ローカル・コスト 2011 年 5 月末時点で、合計（54,131 千円相当）がロ

ーカル・コストとして支出された。 

 

3-1-2 アウトプットの実績  

 

(1)アウトプット 1: 衛星画像情報を活用した森林資源モニタリング・評価データの精度が

向上する 
 

 項目/指標 実績 (2011 年 6 月 1 日現在)   

a 森林資源モニタリ

ング・評価情報に

おいて、雲による

影響がなくなる 

(PALSAR データの

利用により、土地

被覆図上に、雲に

覆われた部分がな

くなる)2 

PALSAR データの利用により、土地被覆図上に、雲に覆われた

部分がなくなった 

 

<結論> 

すでに達成されている。 

 

 

b 技術的に達成可能

な精度(＝プロジェ

クトの開発した手

法によって作成さ

れた、PALSAR デ

ータのみを用いた

サンプル土地被覆

図の土地被覆タイ

プと、現地調査で

特定された土地被

覆タイプの整合率) 

が、LANDSAT デー

<ベースライン> 

ベースライン情報 (LANDSAT データのみを利用した既存土地

被覆図の整合率) は入手できなかった。 

 

<実績> 

これまでに、PALSAR データ（注：50m 解像度のオルソ・モザ

イク・データ）判読マニュアル、及び土地被覆図作成における

PALSAR データ利用（注：メインの衛星画像としての利用）ガ

イドラインの最終案が開発された。上記マニュアル/ガイドライ

ンに基づき、PALSAR データのみを利用して作成された 16 区

分のサンプル土地被覆図の土地被覆タイプと、現地調査結果に

おける土地被覆タイプの総合精度（整合率）は、5 箇所中 3 箇

                                                        
2アウトプット１の項目 (a) は PDM の指標であり、下線部は、プロジェクト関係者との一連の協議によっ

て確認したプロジェクトの解釈である。 
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 項目/指標 実績 (2011 年 6 月 1 日現在)   

タのみを用いた既

存土地被覆図に比

べて向上する3。 

 

 

所の試験地において、一般に精度(整合率)の目標値とされる

85％以上であった。(Strahler et al., 2006)。残りの 2 箇所におい

ても、おのおの 82.5%、83.9％に達しており、平均すると、総

合精度（整合率）は 88.8%であった。 

 

<結論> 

ベースライン情報の欠如により、達成度を判断することはでき

なかった。なお、技術的に達成可能な精度の値自体は、 技術

的見地からは、十分以上である。 

c プロジェクトの開

発した手法に基づ

く土地被覆図作成

作業が、DJP によっ

て実用化される4。 

<ベースライン> 

DJP は、森林調査のクライテリアと標準化に関する大臣令

(No:P.67//Menhut-II/2006) 及び LANDSAT 衛星画像判読技術ガ

イドライン (2007 年)に基づき、LANDSAT データを用いた土地

被覆図作成を行っている。 

 

<実績> 

PO の計画によれば、プロジェクトによって開発された手法は、

2011 年始めには DJP によって実用化されることになっている

が、未だに実用化にはいたっていない。 

 

DJP は、土地被覆図作成において PALSAR を LANDSAT に置き

換える件について、組織的な決定を下すにいたっていない。こ

れには、(i) 2011 年 2 月の JAXA のデータ提供方針の変更によ

り、2010 年以降の PALSAR データの無料提供が、突然中止に

なった、(ii) 2011 年 4 月の ALOS の故障により、PALSAR デー

タの提供自体が中断された、という外部要因が影響している。

また、PALSAR 判読マニュアルの最終ドラフト作成作業も、(i) 

当初の想定より技術検証に時間がかかったこと、及び(ii)DJP と

専門家チームが互いに都合のよい打ち合わせ時間をみつける

ことが困難であったことから、2011 年 3 月までずれこんでいた
5 。 

 

また、今後、DJP が、PALSAR を LANDSAT に置き換える決定

にいたるかどうかは、PALSAR データの継続的提供や JAXA の

データ提供方針に関する見通しが不透明なこともあり、不確実

                                                        
3アウトプット１の達成度をより適切に評価するために、合同評価団が追加した項目（追加指標）である。 
4アウトプット１の達成度をより適切に評価するために、合同評価団が追加した項目（追加指標）である。 
5 PALSAR に関する国内研修が終了したのも 2011 年 2 月である。 
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 項目/指標 実績 (2011 年 6 月 1 日現在)   

である。 

 

なお、2011 年の土地被覆図作成作業において、DJP は、雲に覆

われた地域の判読を改善するために、PALSAR データを

LANDSAT データの補助として使う意向を示している。しかし

ながら、今後このような利用が続くかどうかは、上記と同じ理

由により、不確実である。 

 

<結論> 

部分的に達成されている。プロジェクトではコントロールでき

ない外部要因により、プロジェクト終了までに達成されること

はないだろう。 

d 森林資源情報の更

新頻度が増加する

(PALSAR データの

利用により、「イン

ドネシア全国土地

被覆図」の更新頻

度が増加する)6 

本プロジェクトの枠組下で、森林資源情報の更新頻度の増加

は、精度の改善に関連性がなく、当該指標は指標として不適切

だと思われる。 

 

<結論> 

当該指標はアウトプット１の指標として不適切であり、達成度

の評価は行われなかった。 

 

 

(2) アウトプット 2: 森林計画庁 (DJP) 及び 支所 の能力が向上する 
 

 項目/指標 実績(2011 年 6 月 1 日現在) 

a UPT の能力が強化

される 7 (支所の職

員が、プロジェク

ト の 開 発 し た

PALSAR データ判

読 マ ニ ュ ア ル

/PALSAR データ利

用ガイドラインに

基づき、 PALSAR

<ベースライン> 

プロジェクト開始前、支所の職員で PALSAR に関するスキル・

知識を有する者はいなかった。 

 

<実績> 

客観的に検証可能な情報は得られなかった。そもそも、指標に

おいて、ターゲットとする職員/支所数や、達成度を測るための

基準も明確にされていない8。  

 

                                                        
6 アウトプット１の項目 (d) は PDM の指標であり、下線部は、プロジェクト関係者との協議によって確認

したプロジェクトの解釈である。 
7アウトプット 2の項目(a)は、PDM の指標であり、下線部はプロジェクトによる解釈である。また。同指標

はＰＤＭ上はプロジェクト目標レベルの指標だが、支所の能力強化はアウトプット２の一部であり、本来

は、アウトプット２レベルの指標である。より適切な評価を行うため、本来のレベルであるアウトプット

２において実績を確認した。 
8BPKH レベルの人材育成の具体的ターゲットについては、プロジェクト関係者の間に共通認識がなかった。

全支所が対象であるとの意見がある一方、全てとは限らないとの意見もあった。 
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 項目/指標 実績(2011 年 6 月 1 日現在) 

を利用した土地被

覆図を作成できる) 

<参考情報> 

これまで、上級研修 6 回（本邦研修 5 回とインドネシア国内集

団研修 1 回）、及び基礎研修 2 回（インドネシア国内集団研修 2

回）が行われ、全 17 支所から、合計 48 名が参加した (詳細は

合同評価報告書（英文）添付の RM-C を参照)。 

 

上級研修を受講した 11 名の職員は、PALSAR 利用について実

践的なスキル・知識を習得したと見込まれ、プロジェクトの開

発したマニュアル/ガイドラインに基づいて PALSAR を利用し

た土地被覆図を作成することが可能だと推測される (彼ら上級

研修受講者の理解度をチェックするために、プロジェクトは

2011 年 3 月に「ホームワーク」を課したが、反応がほとんど返

ってきていないため、実際の理解度は不明確なままである)。一

方、基礎研修のみを受講した 37 名の職員は、基礎的な知識・

スキルを習得したと見込まれるが、実務への適用には不十分な

レベルであり、彼らは、独力では、PALSAR を利用した土地被

覆図を作成することはできないと推測される。 

 

また、これまで、研修を受講した職員には、実務を通して研修

で得た技能・知識に習熟する機会がほとんどなかった。 JCC

に承認された最新の年間作業計画によれば、残り期間に OJT が

予定されているが、対象職員/支所や OJT の方法を含む詳細は、

まだ決まっていない。 

 

さらに、支所レベルでみると、研修の実施体制など、人材育成

にギャップがあり、PALSAR データを利用した全国土地被覆図

作成作業に影響を与えかねない。9 ヶ所の支所9については、少

なくとも 1 人以上の職員が上級研修を受講しているため、 上

級レベルの技能・知識を身につけた職員のリーダーシップによ

って、PALSAR データを利用した土地被覆図を作成することが

可能だと思われる。しかし、残りの 8 ヶ所10は、基礎研修を受

講した職員しかおらず、独力で PALSAR データを利用した土地

被覆図作成がすることはできないと推測される。 

 

プロジェクトは上述の課題を認識しているが、課題に対処する

                                                        
9 Medan, Palembang, Samarinda, Banjarbaru, Jayapura, Yogjakarta, Tanjung Pinang, Pangkal 
Pinang, Gorontaro の支所 
10 Pontianak, Manado, Makassar, Denpasar, Ambon, Kupang, Palu, Manokwari の支所。このうち、

Denpasar には上級研修を受講した職員が 1 名いたが、研修後、異動している。 
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 項目/指標 実績(2011 年 6 月 1 日現在) 

ための残り期間のさらなる人材育成に関し、未だに明確な戦略

を有していない。 

 

<結論> 

達成度は中程度である。プロジェクト終了までに十分達成され

るかどうかは、(i)対象職員/支所や達成度をはかる基準が不明確

であること、（ii）プロジェクトが、残り期間における人材育成

について明確な戦略を有していないこと、から不明確である。

b DJP の全国・地域レ

ベル森林資源モニ

タリング・セクシ

ョンの職員がプロ

ジェクトの開発し

た PALSAR データ

判読マニュアル

/PALSAR データ利

用ガイドラインに

基づき、 PALSAR

を利用した土地被

覆図作業を監督で

きる。 

<ベースライン> 

全国・地域レベル森林資源モニタリング・セクションの職員は、

リモート・センシングの実践的スキル・知識を備えており、

LANDSAT データを利用した土地被覆図作成作業の監督能力を

有していた。 

 

<実績> 

客観的に検証可能な情報は得られなかった（たとえば、プロジ

ェクトによって得た技能・知識のレベルの評価等は行われてい

ない）。 

 

<参考情報> 

すべての関連職員は上級研修に参加しており、PALSAR データ

を利用した土地被覆図作成作業の監督に必要な、実践的技能・

知識を得たと期待される。さらに、DJP が 2011 年の土地被覆図

作成作業における、PALSAR データの補助的利用を計画してい

ることから、実務を通して、研修で得た技能・知識に習熟する

と見込まれる。 

 

<結論> 

ほぼ達成されており、プロジェクト終了までに達成されると見

込まれる。 

c

u

t 

森林資源モニタリ

ング・評価の精度

が改善される（プ

ロジェクトの開発

した手法によって

支所が作成した

PALSAR データを

用いた土地被覆図

<ベースライン> 

ベースライン情報は入手できなかった。 

 

<実績> 

PALSARを用いた土地被覆図が支所によって作成されていない

ため、客観的に検証可能な情報は入手できなかった (アウトプ

ット１の項目(c) の実績を参照)。 
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 項目/指標 実績(2011 年 6 月 1 日現在) 

の土地被覆タイプ

と、現地調査で特

定された土地被覆

タイプとの平均整

合率が、既存の光

学画像のみを使っ

た土地被覆図のケ

ースに比べて、増

加する)11 

<結論> 

関連情報がないため、達成度を評価することはできなかった。

プロジェクト終了までに達成されるかどうかも不確実である。

 

<参考情報> 

DJP は、2011 年の土地被覆図作成作業において、雲に覆われた

地域の判読を改善するために、LANDSAT データの補助として

の PALSAR データ利用を計画中である。土地被覆図作成の詳細

スケジュールはまだ決まっていないが、プロジェクト終了まで

には、いくつかの支所において土地被覆図作成が完了するとみ

られる。しかしながら、時間的制約から、残り期間において精

度（平均整合率）確認のための現地調査は予定されていない。

d 衛星画像情報の結

果と現地の実情の

整合性が向上する 

(タイミング、地域、

担当職員に関係な

く、精度（＝プロ

ジェクトの開発し

た手法によって

DJP/支所が作成し

た PALSAR データ

を用いた土地被覆

図の土地被覆タイ

プと、現地調査で

特定された土地被

覆タイプとの整合

率）が、光学画像

と既存マニュアル

のみを利用した土

地被覆図に比べ

て、増加する).12 

<ベースライン> 

ベースライン情報は入手できなかった。 

 

<実績> 

PALSARを用いた土地被覆図が支所によって作成されていない

ため、客観的に検証可能な情報は入手できなかった (アウトプ

ット１の項目(c) の実績を参照)。 

 

<参考情報> 

DJP は、2011 年の土地被覆図作成作業において、雲に覆われた

地域の判読を改善するために、LANDSAT データの補助として

の PALSAR データ利用を計画中である。アウトプット２の項目

(b)で記したように、現時点で、プロジェクトの研修を受講した

職員/支所には格差があり、全ての職員/支所が、PALSAR デー

タを利用した土地被覆図作成作業ができるわけではない。何ら

かの対策が採られない限り、完成した土地被覆図は整合性のあ

るものにはならないだろう。 なお、プロジェクトでは、タイ

ミング・地域・担当職員に関係なく土地被覆図の精度が保たれ

ることを期待して、研修時に森林資源モニタリングの品質管理

についても教えている。 

  

                                                        
11 アウトプット 2の項目 (c) は PDM 上の指標であり、下線部は、プロジェクト関係者との協議によって確

認したプロジェクトの解釈である。 
12 アウトプット 2の項目 (d) は PDM 上の指標であり、下線部は、プロジェクト関係者との協議によって確

認したプロジェクトの解釈である。なお、「整合性」は、技術開発と DJP による開発技術の組織的な適用

（アウトプット１）、開発技術の適用を支える人材育成（アウトプット２）の結果として確保が期待され

るものであり、論理的にみると、本来は、プロジェクト目標レベルの指標である。 
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 項目/指標 実績(2011 年 6 月 1 日現在) 

<結論> 

関連情報がないため、達成度を評価することはできなかった。

支所間の現在の能力格差（アウトプット２の項目(a)の実績参

照）を考慮すると、格差を埋めるための対策が採られない限り、

プロジェクト終了までに当該指標が達成されることはないだ

ろう。  

 

3-1-3 プロジェクト目標の実績  

 

プロジェクト目標: 技術移転や研修を通して、森林計画庁（現 DJP)のより信頼度の高い森

林資源モニタリング・評価を行うための能力が向上する。 
 

 項目/指標 実績(2011 年 6 月 1 日現在) 

a 森林資源モニタリ

ング・評価情報の

信頼度が向上する

(森林面積、森林減

少面積、各土地被

覆タイプの面積な

ど、PALSAR デー

タを利用した DJP

の土地被覆図から

取得される情報

が、プロジェクト

前に比べて、イン

ドネシア政府の公

式文書においてよ

り言及される)13 

<ベースライン> 

ベースライン情報（光学データのみを利用した既存の土地被覆

図から得られる情報が言及されたインドネシア政府公式文書

のリスト等）は入手できなかった。 (評価団は、LANDSAT デ

ータを利用した既存の土地被覆図から得られた森林面積情報

が、林業省の 5 ヵ年戦略計画において言及されていることを確

認した)。 

 

<実績> 

指標関連情報は、PALSAR データを利用した全国土地被覆図が

未だ作成されていないため、入手できなかった。PALSAR デー

タを利用した土地被覆図が未だに作成されていない理由は以

下の通り。 

(i) 支所職員対象の研修コースが 2011 年 2 月まで完了しなかっ

た。 

(ii) PALSAR データ判読マニュアルと PALSAR データ利用ガイ

ドラインの最終ドラフト作成が、検証作業が想定より長くかか

ったこと、及び DJP と専門家チームの打ち合わせ日時の設定が

非常に困難だったことにより、2011 年 3 月までずれこんだ14。

(iii) プロジェクトの開発した手法の実務への組織的な適用に

ついて、DJP は、外部要因（2011 年 2 月の JAXA のデータ提供

方針の変更による PALSAR データの無料提供中止及び 2011 年

                                                        
13 プロジェクト目標の指標 (a) は PDM 上の指標であり、下線部は、プロジェクト関係者との協議によっ

て確認したプロジェクトの解釈である。 
14 マニュアル/ガイドライン作成のスケジュールは、PO の計画より遅れているが、JCC によって承認され

た年間作業計画には合致している。 

13



 

 

 項目/指標 実績(2011 年 6 月 1 日現在) 

4 月の ALOS の突然の運転停止による PALSAR データ提供自体

の中断）の影響もあり、結論を出しかねている。 

 

<参考情報> 

既述の通り、DJP は、2011 年の全国土地被覆図作成作業におい

て、雲に覆われた地域の判読を改善するために、LANDSAT デ

ータの補助としての PALSAR データ利用を計画中である。 DJP

によれば、土地被覆図作成作業は、プロジェクト終了までには

完了しないが、2011 年末までには完了する見込みである。土地

被覆図から得られる情報が林業省の他部局や他の省庁に共有

されるのは 2012 年初旬～中旬頃になるとみられる。指標関連

情報が得られるのは、それ以降となる。 

 

<結論> 

プロジェクトによって開発された手法の実務への適用

（PALSAR データを用いた土地被覆図作成）が、主にプロジェ

クトではコントロールできない外部要因によって遅れている

ことから、指標関連情報が入手できる段階にはなく、達成度は

判断できなかった。なお、PALSAR データを補助的に用いて作

成された土地被覆図から得られる情報は、プロジェクト終了

後、政府機関内で共有されると見込みだが、このような情報が

インドネシア政府公式文書において、プロジェクト開始前以上

に（あるいは LANDSAT のみを利用した土地被覆図から得られ

る情報以上に）言及されるかどうかは、不確実である。 

b 支所の能力が強化

される  (支所の職

員が、プロジェク

ト の 開 発 し た

PALSAR データ判

読 マ ニ ュ ア ル

/PALSAR データ利

用ガイドラインに

基づき、 PALSAR

を利用した土地被

覆図を作成でき

る)15 

 (アウトプット 2 の項目 (a) の実績参照)16 

 

 

 

 

                                                        
15 プロジェクト目標の項目 (b) は PDM 上の指標であり、下線部は、プロジェクト関係者との協議によっ

て確認したプロジェクトの解釈である。 
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 項目/指標 実績(2011 年 6 月 1 日現在) 

c 森林の炭素量推計

が試行される17. 

<実績> 

活動 1-6 において、森林の炭素量推計が試行された。 

 

<結論> 

すでに達成されている。 

 

3-1-4 上位目標の実績（見込み）  

上位目標: 改善された森林資源モニタリング・評価を通して、持続的森林管理(SFM)がイン

ドネシアで推進される 

 

 項目/指標 見込み (2011 年 6 月 1 日現在) 

a アップグレードさ

れたシステムから

得られる森林資源

モニタリング・評

価情報を利用した

林業分野の政策・

計画策定が実現す

る  (プロジェクト

終了から 3 年以内

に、PALSAR デー

タを利用した土地

被覆図から得られ

る情報が、林業分

野の政策・計画作

成に利用される)18 

LANDSAT データのみを用いて作成された既存の土地被覆図

は、林業省の 5 ヵ年戦略計画を始めとして、林業分野の政策・

計画策定に利用されてきた。従って、今後、PALSAR データを

LANDSAT データの補助として用いた土地被覆図が継続的に作

成されれば、そこから得られる情報は、同様に扱われるとみら

れる。 

 

しかしながら、PALSAR データを土地被覆図作成に使い続ける

かどうかについて、DJP は、主に、次の点から決めかねている。

(i) 2011 年 2 月の JAXA のデータ提供方針の変更により、2010

年以降の PALSAR データの無料提供が、突然中止になった。 

(ii)2011 年 4 月の ALOS の故障により、PALSAR データの提供

自体が中断された。 

(iii) PALSAR データの提供再開まで数年間の空白がある(JAXA

は、2013 年に、ALOS の後継機として、ALOS-2 を打ち上げる

計画であり、PALSAR データの提供は 2014 年に再開される見

込みである)。 

 

<結論> 

当指標の達成は可能であるが、プロジェクトではコントロール

できない外部要因により、プロジェクトの終了後 3 年以内に、

実際に達成されるかどうかは不確実である。 

                                                                                                                                                                   
16論理的にみると、支所の能力強化は、アウトプット 2 の一部であり、プロジェクト目標の指標としては

妥当ではない。このため、適切なレベルであるアウトプット 2 において達成度を評価した。 
17 プロジェクト目標の項目 (c) は PDM 上の指標である。ただし、炭素量推計はアウトプット１の活動（活

動 1-6）であり、プロジェクト目標の指標としては不適切である。 
18 上位目標の項目 (a) は PDM 上の指標であり、下線部は、プロジェクト関係者との協議によって確認し

たプロジェクトの解釈である。 
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 項目/指標 見込み (2011 年 6 月 1 日現在) 

b 管理ユニット・レ

ベルの計画におい

て、アップグレー

ドされた森林資源

モニタリング・評

価情報の利用及び

管理が実現する(プ

ロジェクト終了か

ら 3 年以内に、

PALSAR データを

利用した土地被覆

図から得られる情

報が、管理ユニッ

トレベルの計画作

成に利用される).19 

当指標は、プロジェクトのスコープ外だと考えられる。管理ユ

ニット・レベルの森林管理計画においては、IKONOS, ENVI, 

ALOS/PRISM, 、ALOS/AVNIR といった高解像度の光学画像を

用いた土地被覆図が利用されており、PALSAR データ（50m 解

像度）を使った全国レベルの土地被覆図から得られる情報は、

そもそも適用に適していないからである。 

 

<結論> 

当指標はプロジェクトのスコープ外だと考えられるので、達成

見込みは評価されなかった。 

c アップグレードさ

れた森林資源モニ

タリング・評価情

報の森林炭素勘定

及び違法伐採活動

監視への適用が実

現する(プロジェク

ト終了から 3 年以

内に、PALSAR デ

ータを利用した土

地被覆図から得ら

れる情報が(i) 森林

炭素会計及び  (ii) 

違法伐採活動監視

に適用される )20 

当指標は、以下の２つのサブ指標から構成される：(i) 「PALSAR

データを利用した土地被覆図から得られる情報が、森林炭素勘

定に適用される」及び(ii) 「PALSAR データを利用した土地被

覆図から得られる情報が、違法伐採活動の監視に適用される。

 

(i) 森林炭素会計への適用 

 

PALSARデータを利用した土地被覆図から得られる情報を炭素

勘定に適用するには、直接手法と間接手法の 2 種類のオプショ

ンがある。 

直接手法では、森林の炭素蓄積量は、サンプルにおける PALSAR

データと炭素蓄積の相関から推計される。プロジェクトで実施

された実証結果では、明らかな整合性は確認できなかった。従

って、直接手法は炭素量推計への適応の見込みはないと思われ

る。 

一方、間接手法では、森林区分の炭素量推計は、IPCC が提言

するように、森林区分面積と単位面積当たりの炭素蓄積量の積

によって求められる。プロジェクトでは、アウトプット１の指

                                                        
19上位目標の項目 (b) は PDM 上の指標であり、下線部は、プロジェクト関係者との協議によって確認し

たプロジェクトの解釈である。なお、指標の表現が不明瞭なのは原文（「Use of the upgraded forest 
resources monitoring and assessment information and the management at the management unit level 
plans is realized」）が不明瞭なためである。 
20上位目標の項目 (c) は PDM 上の指標であり、下線部は、プロジェクト関係者との協議によって確認した

プロジェクトの解釈である。 
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 項目/指標 見込み (2011 年 6 月 1 日現在) 

標の結果のように、PALSAR 画像解析を通じて面積の推計を高

い精度で実施したので、プロジェクトによって開発された手法

が、DJP に採用されれば、その手法は森林炭素推計システムや

INCAS に今後貢献することが非常に期待される。 

 (上位目標の項目(a)で記したように、今後、DJP の土地被覆図

作成に PALSAR が継続的に利用されるかどうかは定かでない)

 

<結論> 

炭素会計への適用可能性は高いとみられるが、プロジェクトで

はコントロールできない外部要因により、プロジェクトの終了

後 3 年以内に、当サブ指標が実際に達成されるかどうかは不確

実である。 

(ii) 違法伐採活動への適用:  

プロジェクトが開発した手法は、その設計上、インドネシアの

違法伐採活動の監視には適さないと思われる。（違法伐採活動

監視に適切な衛星画像や地域の選定をしていない。）  

 

<結論> 

当サブ指標はプロジェクトのスコープ外だと考えられるので、

達成見込みは評価されなかった。 

 

3-2 実施プロセスの特記事項 
 

項目 特記事項 

3-2-1  
活動の進

捗 

 

(1) アウト

プ ッ ト  1

の活動 

活動のほとんどは PO の計画通り進捗しており、プロジェクト終了までに

完了する見込みである。しかし、一部の活動は、プロジェクトではコント

ロールできない外部要因によって遅れており、プロジェクト終了までに完

了しない可能性がある。 

 

イシュー/ポイント： 

１）活動 1.2 (「PALSAR/MODIS 技術の比較優位性が共有される」：比較

優位性を検討した結果、MODIS の解像度(250m)は、これまで LANDSAT

（30ｍ解像度）を利用してきたインドネシアの土地被覆図作成には低すぎ

ることがわかったため、プロジェクトは、MODIS を PALSAR の補助デー

タとして利用しないことを決定した。 

２）活動 1.4 (「PALSAR/MODIS 技術が BAPLAN (現 DJP) に移転され、

17



 

 

項目 特記事項 

DJP の森林資源モニタリング・評価システムに導入される」)：PO の計画

によれば、活動 1.4 は、プロジェクト開始から 2 年目の末（2010 年 9 月)

に完了することになっているが、JCC で承認された最新の年間作業計画に

よれば、同活動は 2011 年 8 月まで延期されている。その理由は、以下の

通り。 

（ⅰ）PALSAR データ判読マニュアル及び PALSAR データ利用による土

地被覆図作成ガイドライン21の最終ドラフト完成が、技術検証に時間がか

かったこと、及びマニュアル/ガイドラインに関する DJP と専門家チーム

と打ち合わせの時間がなかなか取れなかったことにより、2011 年 3 月ま

でずれこんだ。 

（ⅱ）残り期間に、DJP による最終ドラフトによる分析が予定されている。

3) 活動 1.6 (「改善（アップグレード）されたシステムが運用される」): PO

の計画によれば、「改善されたシステム」の運用（具体的には、DJP の組

織決定による、プロジェクトによって開発されたマニュアル/ガイドライ

ンに基づく PALSAR を利用した土地被覆図の作成を指す）は、プロジェ

クト開始から 3 年目の第 2 四半期（2011 年 1 月）に開始されることにな

っている。実際は、活動 1.6 は、まだ開始されていない。プロジェクト終

了まで完了するかどうかも不明確である。活動が計画より遅れている理由

は以下の通り。 

(i) 判読マニュアル/ガイドラインの最終ドラフト完成が 2011 年 3 月にず

れこんだ（活動 1.4 参照）。 

(ii) 2011 年 2 月の JAXA のデータ提供方針変更によって、JAXA による

2010 年以降の PALSAR データの無償提供が中止になった。 

(iii) 2011 年 4 月の ALOS の運転停止により、PALSAR データ提供自体が

突然中断した。 

また、今後の見通しについては、特に、PALSAR データの無償提供中止と

ALOS の運転停止という外部要因の影響から、不明確である。なお、2011

年の土地被覆図作成作業において、DJP は、雲に覆われた地域の判読を改

善するために、PALSAR データを LANDSAT データの補助として使う意向

を示している。しかしながら、今後このような利用が続くかどうかは、上

記と同じ理由により、不確実である。 

(2) アウト

プ ッ ト  2

の活動 

活動のほとんどは PO の計画通り進捗している。 

 

イシュー/ポイント： 

1) 活動 2.5 (「衛星画像に基づく森林資源情報を BAPLAN-UPT（DJP-支

所）によるモニタリング・評価で補うための OJT が行われる」): PO の計

画によれば、支所対象の OJT が、プロジェクト初年度の第 2 四半期（2009

                                                        
21 PALSAR をメインの衛星画像として想定したガイドラインである。 
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項目 特記事項 

年 1 月）から DJP によって行われることになっているが、これまで、OJT

は実施されていない。理由は次の通り。 

(i) 2009 年には土地被覆図作成作業自体が行われなかった。 

(ii) 2010 年には土地被覆図作成作業が行われたが、土地被覆図は

LANDSAT データのみを利用して作成された。 

JCC で承認された最新の年間作業計画によれば、OJT は残り期間におけ

る実施が予定されている。 

19



 

 

項目 特記事項 

3-2-2 
実施体制 

これまでのところ、実施体制は適切に機能している。 

3-2-3 
プロジェ

クト管理 

1) 合同調整委員会（JCC）：R/D に規定される JCC の機能は(i)PO に基づ

き、R/D の枠組内で作成された年間作業計画を承認する、 (ii) 上記年間

作業計画に基づいて行われるプロジェクトの活動の全体的な進捗をモニ

タリング・レビューする、及び (iii) プロジェクト実施で明らかになった

主要なイシューについて意見を交換する。JCC は、これまで、3 回開かれ

ており（2009 年 3 月、2010 年 3 月、2011 年 4 月）、課せられたタスクを

果たしてきた。 

2) JICA によるモニタリング： 専門家チームによる半期進捗報告書は遅延

なく JICA に提出された。また、2008 年 3 月には JICA からプロジェクト

活動のレビュー/モニタリングを目的とする運営指導調査団が派遣され

た。 

3) PDM によるプロジェクト管理：PDM は JICA の支援するプロジェクト

の基本的なプロジェクト管理ツールだが、以下のような問題がみられる。

(i) アウトプット及び活動の一部の表現が曖昧である。 

(ii) 多くの指標が十分に定義されておらず、曖昧である。  

(iii) ほとんどの指標において、達成度を判断するためのクライテリアが明

確ではない、あるいは計画値がない。  

(iv) 一部の指標は「プロジェクトの要約」の誤ったレベルに設定されてい

る。 

(v) 一部の指標は本プロジェクトのスコープ/計画される活動の枠組みか

らはずれており、本プロジェクトの指標として妥当ではない。  

(vi) PDM に記された指標は十分ではない。 

(vii) ほとんどの指標入手手段が十分に明確ではない。 

(viii)ほとんどの指標は、プロジェクトの通常活動からは入手ベースライ

ン・データ/モニタリング・データの収集・整理に独立した活動が必

要だが、そのような活動が PDM（あるいは PO）に明示されていない。

なお、2008 年 3 月の JICA 運営指導調査団の派遣時に、調査団及びにイン

ドネシア側よって、専門家チームの準備した指標解釈に関するディスカッ

ション・ペーパーのレビューが行われた。このペーパーは、上に上げた問

題のうち(ii)に対処しようとするもので、調査団とインドネシア側は、同

ペーパーをさらに検討する必要性について合意した。しかしながら、その

後、専門家チーム及び DJP が互いに都合のよい打ち合わせ時間をみつけ

ることが困難だったことから、プロジェクト内でこのペーパーが検討され

ることはなかった22。また、PDM その他の問題については、気づかれるこ

                                                        
22 インドネシア側に確認したところ、プロジェクト・マネージャー（2010 年 12 月に着任）及び主要技術

スタッフはペーパーの存在自体を知らなかった（あるいは記憶していなかった）。 
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項目 特記事項 

とがなかった。このことは、PDM のアウトプットやプロジェクト目標が

具体的に目指すところ（達成が期待される状態）やその進捗状況について、

関係者が共通の理解をもつことを困難にしてきた。 

3-2-4  
コミュニ

ケーショ

ン 

日常の活動を体系的にモニタリングするための定期会合は開かれなかっ

たが、必要に応じて会合が開かれた。 

3-2-5 

関連機関

との連携 

特に PALSAR データ判読マニュアルの作成過程において、インドネシア

国内の専門知識を最大活用するために、インドネシア大学、インドネシア

国家航空宇宙研究所(LAPAN)、及び国際林業研究センター (CIFOR)の専門

家から成る技術諮問グループが形成された。同グループは、プロジェクト

内ワークショップや会合に参加し、マニュアル作成において、彼らの有益

な技術的助言が活かされた。 

3-2-6 

その他の

促進・阻

害要因  

1) 促進要因: 林業省長官及び DJP 総局長（いずれも JCC 議長）のプロジ

ェクトへの理解とイニシアティブが、円滑な実施を促進している。 

2) 阻害要因: DJP の技術スタッフは、PALSAR に関心はあるものの、通常

業務及びその他の業務に忙殺されて、プロジェクトに十分に参加できな

い。 
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第 4 章 評価 5 項目による評価 

 

4-1 妥当性: プロジェクトは現在でも妥当である。 

 

項目 評価結果 

4-1-1 必要

性 

 

(1)インドネ

シアのニー

ズとの整合

性 

上位目標はインドネシアのニーズと合致している。 

 自然資源管理の改善及び環境の劣化の防止は、環境セクターの国家

目標の一つである。森林資源の質の劣化に対処するため、林業省は

持続的森林管理(SFM)を推進している。森林資源モニタリング・評

価は SFM の推進に必要不可欠である。インドネシアの森林面積は

98.5 百万ヘクタールと広大であり、衛星画像を利用してよりよい情

報提供を可能にする技術は、森林資源のモニタリング・評価に必要

である。 

(2) 実 施 機

関/ターゲッ

ト・グループ

のニーズと

の整合性 

プロジェクト目標は実施機関及びターゲット・グループ、特に DJP 及び

全国の支所（17 箇所の支所）のニーズと合致している。 

 これまで、インドネシアの森林資源情報は LANDSAT 画像から得ら

れてきたが、インドネシアは降水量の多いため、多くの場合、

LANDSAT の画像の一部は雲に覆われており、その部分の判読の妨

げとなってきた。林業省はより信頼度の高いデータを提供できる代

替技術を必要としており、職員はより正確な森林資源情報を提供で

きるよう能力を向上させる必要がある。 

4-1-2 優先

度 

 

(1) イ ン ド

ネシアの開

発計画とセ

クター政策

との関連性 

上位目標はインドネシアの国家計画・政策と合致している。  

 インドネシア国の「国家開発ビジョン及びミッション (RPJPN) 

2005-2025」において、自然資源・環境管理の改善は、8 大開発ミッ

ションの一つに挙げられている。また、「中期開発計画(PRJMN) 

2010-2014」において、環境・自然災害分野は「国家的優先事項」の

一つに挙げられている。  

 森林資源のインベントリー及びモニタリングは、林業省の重要な活

動のひとつである。この活動は、林業省の「戦略計画 2010-2014」

における 8 大優先政策のうち、森林地域の安定（優先政策１）及び

林業セクターにおける気候変動の緩和と適応（優先政策７）の下に

位置づけられている。また、林業省は、17 の戦略目標を設定してい

るが、このうち、森林地域の境界システム確立（戦略目標１）、森林
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項目 評価結果 

資源に係るデータ・情報の提供（戦略目標３）、及び職員の教育と研

修（戦略目標 14）は、本プロジェクトと高い関連性を有する。 

(2) 日 本 の

ODA 政策と

の関連性 

上位目標は日本の ODA 政策と整合性がある。  

 日本政府の ODA 大綱によれば、「地球温暖化及び環境問題」は優先

課題の一つである。  

 日本政府の中期 ODA 政策（2005 年）において、環境セクターは国

際協力における最重要セクターの一つとされている。 

4-1-3 手段

としての

適切度 

 

(1) 日 本 の

技術的優位

性 

インドネシアのプロジェクト・スタッフの専門家への評価及び彼らの技

術力の向上度から判断すると、日本の技術的優位性はあったと思われる。
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4-2 有効性  ：プロジェクトの有効性は中程度だと判断される 

 

項目 評価結果 

4-2-1 アウ

トプットの

達成状況 

注: アウトプットの正確な達成状況は、PDM の指標の一部に計画値が

なかったこと、及び関連情報がなかったことにより、不明確である。 

 

アウトプット１はほぼ達成されているが、プロジェクトではコントロ

ールできない外部要因（JAXA のデータ提供方針の変更による PALSAR

データの無償提供中止及び ALOS の突然の運用終了による PALSAR デ

ータ提供自体の中断）により、プロジェクト終了までに、十分に達成

されることはないだろう。 アウトプット２は部分的に達成されている

が、プロジェクト残り期間の明確な人材育成戦略がないため、プロジ

ェクト終了までに達成されるかどうかは不明確である。 

4-2-2 プロ

ジェクト目

標の達成状

況とアウト

プットの達

成状況 

注: プロジェクト目標の正確な達成状況は、PDM の指標に計画値がな

かったこと、関連情報がなかったこと、またプロジェクト目標には不

適切な指標があったことにより、把握できなかった。 

 

プロジェクト目標に向かって進捗はみられる。指標の不明確さや指標

データの欠如等から、正確な達成度は判断できないが、アウトプット

の全体的な達成度から判断すると、プロジェクトではコントロールで

きない外部要因（JAXA のデータ提供方針の変更による PALSAR デー

タの無償提供中止及び ALOS の予期せぬ運用終了による PALSAR デー

タ提供自体の中断）等の影響により、プロジェクト終了までに、プロ

ジェクト目標が達成されることはないと思われる。 

4-2-3 外部

条件 
 PDM に記された外部条件 (「BAPLAN（現 DJP）において、プロ

ジェクトの実施に影響を与えるような組織改変がない」): これま

でのところ満たされている。 

 PDM に記されていない外部条件: 上記に加えて、JAXA による

PALSAR データの無償提供の継続及び目標寿命の 5 年を超える

ALOS の運用継続が、プロジェクト目標達成に必要だが、プロジェ

クトではコントロールできない外部条件であった。 

4-2-4 その

他の促進・

阻害要因 

特になし 
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4-3 効率性 プロジェクトは概ね効率的だったといえる。 

 

項目 評価結果 

4-3-1 アウ

トプットの

産出状況 

 (4.2.2 アウトプットの達成状況を参照) 

 
 

4-3-2 外部

条件 
 PDM に記された外部条件(「インドネシア政府のコミットメント及

び関連機関の協力が維持される」及び「カウンターパート（インド

ネシアのプロジェクト人員）が他部署/他機関に異動しない」)：こ

れまでのところ、概ね満たされている。 

 PDM に記されていない外部条件： 上記に加えて、JAXA による

PALSAR データの無償提供の継続及び目標寿命の 5 年を超える

ALOS の運用継続が、アウトプット１の達成に必要だがプロジェク

トではコントロールできない、外部条件であった。 

4-3-3 投入

の適切性 
 

 

(1) インドネ

シア側 

 

(a) 人員  タイミング： 概ね適切。プロジェクトの途中で、プロジェクト・

ディレクターとプロジェクト・マネージャーが交代になったが、後

任が任命されるまで、３～４ヶ月の空白期間があった。  

 量： ほぼ適切。全国・地域レベル森林資源モニタリング・セクシ

ョンの関連技術スタッフは、ヘッドを含めて、 プロジェクト開始

時から配置されている。しかし、彼らはプロジェクトの専任スタッ

フではないため、他の業務に忙殺されてプロジェクト活動に専念で

きないことが頻繁にあった。  

 質： 適切。関連する分野、適切な経験、十分な技術レベルを有す

るスタッフが配置された。  

(b) 建物・施

設 

 タイミング・量： 適切。プロジェクト活動に必要な土地・施設は

遅延なく提供された。プロジェクト事務所についても、プロジェク

ト開始当初から DJP の本部に一室が提供されている 。 

 質: 適切。 

©ローカル・

コスト 

 タイミング・量：適切。必要な額が遅延なく支出された。 

(2)日本側  

(a)専門家  タイミング・期間・数：まあまあ適切。 専門家は JICA の承認し

た年間派遣計画通りに派遣された。技術分野の主要専門家である衛

星画像分析分野の専門家の派遣は連続しておらず、空白期間があっ

たが、この空白期間がより短ければより効率的だっただろう。また、
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項目 評価結果 

プロジェクトにおける人材育成の重要性に鑑みると、研修調整分野

の専門家が派遣されていれば、より効率的だっただろう。  

 質： 適切。 適切な分野、関連経験、十分な技術レベルを有する専

門家が派遣された。   

(b) 研修員受

け入れ 

 タイミング・量： 適切。 研修員は計画通り派遣された。一部の元

研修員は、インドネシア国内におけるグループ研修が先に行われて

いれれば、日本での研修により備えることができたので、さらに効

率的だっただろうと述べている。 

 分野・内容・質： 適切。 日本における研修の分野・内容・質はプ

ロジェクトのニーズに合致していた。これらの点について、合同評

価団がインタビューを行った研修員は全て、高く評価していた。 

 活用： すべての技術研修員は、土地被覆図の作成または作成作業

の監督に直接関わっている DJP 本部あるいは支所の職員である。

しかしながら、これまで、PALSAR データを利用した土地被覆図の

作成が行われておらず、元研修員は、本邦研修で得た技能・知識を

実務に活用する機会がほとんどなかった。なお、最新の年間作業計

画によれば、プロジェクトの残り期間に OJT が予定されている。

(c)機材  タイミング： 適切。機材は遅延なく納入された。 

 質・品目・スペック：適切。機材の量・質は適切だったと思われる。

スペックも問題がなかった。 

 運転保守 (O/M)： 機材の O/M は問題なく行われている。  

 活用：すべての機材はプロジェクト活動に活用されている。  

(d) ロ ー カ

ル・コスト 

 タイミング・量: 適切。必要な額が遅延なく支出された。 

4-3-4 前提

条件 
本プロジェクトの前提条件(「インドネシア政府の自然保全政策に特段

の変更がない」)は、プロジェクト開始前に満たされた。  

4-3-5 関連

プロジェク

トとの連携 

プロジェクトは JICA の「国家森林計画実施支援プロジェクト」及び 「森

林地帯周辺住民イニシアティブによる森林火災予防計画プロジェクト」

と意見・アイデアの交換を行ってきた。 

4-3-6 その

他の促進・

阻害要因 

特になし 

 

4-4  インパクト: 

上位目標のプロジェクト終了後 3 年以内の達成は、プロジェクトではコントロールできな

い外部要因の影響により、不確実である。その他のインパクトとしては、いくつかの正の

インパクトが確認された。負のインパクトは確認されておらず、予測もされない。    
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項目 評価結果 

4-4-1 上 位

目標レベル

のインパク

ト 

 

(1)上位目標の

達成見込み 

注：指標の一部がプロジェクトのスコープ外であったことから、上位目標

の正確な達成見込みは判断できなかった。  

 

上位目標指標の達成見込み（3 章参照）から判断すると、上位目標がプロ

ジェクト終了後 3 年以内に達成される見込みは、プロジェクトではコント

ロールできない以下の外部要因の影響により、不明確である。 

(i) 2011 年 2 月の JAXA のデータ提供方針変更によって、JAXA による

2010 年以降の PALSAR データの無償提供が中止になった。 

(ii) 2011 年 4 月の ALOS の故障により、PALSAR データの提供自体が中

断された。 

(iii) PALSAR データの提供再開まで数年の空白期間がある。(JAXA は、

2013 年に、ALOS の後継機として、ALOS-2 を打ち上げる計画であり、

PALSAR データの提供は 2014 年に再開される見込みである)。 

(2)外部条件  PDM に記された外部条件：(「インドネシア政府の自然保全政策に特

段の変更がない」、「インドネシアの自然状況に特段の変化がない」、

及び「他ドナーの支援が継続する」)： これらの条件は満たされると

思われる。 

 PDM に記されていない外部条件： JAXA による PALSAR データの無

償提供の継続及び目標寿命の 5 年を超える ALOS の運用継続が、上

位目標の達成に必要だがプロジェクトではコントロールできない、外

部条件である。 
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項目 評価結果 

4-4-2 そ の

他のインパ

クト 

 既に発現した正のインパクト 

 ボゴール農科大学林業学部に委託した作業への参加を通じて、3 名の

講師及び約 25 名の学生が、PALSAR データの利用に関する実践的な

技能・知識を習得した。学生の一部は既に卒業しており、林業省、地

元環境 NGO、国際環境 NGO、ITTO 等に就職した。また、林業学部

は既存のリモートセンシング・コースに PALSAR に関する講義を取

り入れた。 

 林業省の他の総局（森林保護・自然保全総局及び流域管理・社会林業

総局）の職員 5 名が、プロジェクトの研修に参加した。彼らは研修を

通じて、職場で適用可能な実践的技能・知識を習得したと思われる。

 プロジェクトの行った広報活動を通して、土地被覆図作成における

PALSAR 利用に関する意識が向上した(詳細は合同評価報告書を参

照)。 

 合同評価団が視察に訪れたメダンの支所において、プロジェクトの研

修を受けた職員が、日常業務において、光学データ（LANDSAT）の

補助として PALSAR データを活用していた。 

負のインパクトは確認されておらず、また予測もされていない。 

 

4-5 自立発展性:  

自立的発展の可能性はあると思われる。しかしながら、PALSAR データの継続的提供及び

JAXA のデータ提供方針に関する不透明さから、DJP は、森林資源モニタリング・評価シス

テムにおける PALSAR データの利用について、ポスト・プロジェクト戦略を決めかねてお

り、実際に自立発展性が確保されるかどうかは不明確である。 

 

項目 評価結果 

4-5-1 組

織・制度面 

 

(1)政策・法的

支援 

衛星画像を活用した森林資源モニタリング・評価への政策的支援は今後

も継続すると思われる。 

(2)ポスト・プ

ロジェクト

戦略  

既に記した通り、DJP は土地被覆図作成における PALSAR データの利用

と関連する人材育成について、主に以下の理由により、未だに明確なポ

スト・プロジェクト戦略を策定するにいたっていない。 

(i)2011年 2月の JAXAのデータ提供方針変更によって、JAXAによる 2010

年以降の PALSAR データの無償提供が中止になった。 

(ii)2011 年 4 月の ALOS の観測運用停止により、PALSAR データの提供自

体が中断された。 

(iii) PALSAR データの提供再開まで数年の空白がある。  

(3)プロジェ DJP のプロジェクト・スタッフはインドネシア政府の正規職員であり、
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項目 評価結果 

クト・スタッ

フの配置 

雇用は保証されている。彼らは引き続き関連ポストに配置される見込み

であり、PALSAR データの継続的利用が決定されれば、プロジェクトで

得た技能・知識を業務に活用することが可能だと思われる。 

(4)組織的運

営・管理能力 

これまで、DJP は、LANDSAT を利用した土地被覆図作成作業の監督や

リモートセンシング研修を、職務の一部として行ってきており、PALSAR

を利用した土地被覆図作成作業の監督やPALSARに関する研修について

も、十分な運営管理能力を有すると思われる。 

(5)関連機関

との連携 

DJP はプロジェクト活動を関連機関と連携して行ってきており、これら

の機関との連携・協力はプロジェクト終了後も継続すると見込まれる。

4-5-2 財政

面 
これまでインドネシア政府は、LANDSAT データを利用した土地被覆図

作成に必要な予算を配分してきており、PALSAR データの利用が決定さ

れれば、PALSAR を利用した土地被覆図作成についても必要な予算が講

じられると思われる。 

4-5-3 技術

面 

 

(1)プロジェ

クト・スタッ

フの技術能

力 

全国・地域レベルの森林資源モニタリング・セクションのプロジェクト・

スタッフは全員上級研修に参加しており、PALSAR データを利用した土

地被覆図作成作業の監督に必要な、実践的技能・知識を得たと期待され

る。さらに、DJP が 2011 年の土地被覆図作成作業における、PALSAR デ

ータの補助的利用を計画していることから、実務を通して、研修で得た

技能・知識に習熟することができると見込まれており、プロジェクト終

了までに、関連活動の継続的実施に必要な技術能力を身につけることで

きると思われる。 

(2) 移 転 技

術・プロジェ

クト成果品

の活用・普及 

 移転技術：プロジェクト終了後に、DPJ や支所に移転された知識・

技能が活用されるかどうかは、DJP が PALSAR データ利用に関する

明確なポスト・プロジェクト戦略の策定にいたっていないことから、

不明確である。さらに、9 ヶ所の支所においては、最低 1 名の職員

が上級研修を受講しているのに対し、残り 8 ヶ所の支所は、基礎研

修を受講した職員しかおらず、これらの支所では、PALSAR データ

を利用した土地被覆図を独力で作成することはできないとみられ

る。しかし、このような支所間の格差を埋めるための人材育成戦略

も明確ではない。 

 成果品： PALSAR データ判読マニュアル、PALSAR データ利用ガ

イドライン、研修マニュアル等の成果品が活用されるかどうかにつ

いても、成果品の活用に関する明確なポスト・プロジェクト戦略が

ないため、不確実である。 

(3)供与機材

の活用と保

プロジェクトの供与した資機材は十分に活用されている。供与された機

材は衛星画像を活用した土地被覆図作成に不可欠なものであり、継続的
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項目 評価結果 

守管理 に利用されると見込まれる。機材のほとんどが現地調達であるため、部

品や消耗品はインドネシアで入手可能である。  

 

4-6 促進/阻害要因の検討 
4-6-1 促進要因の検討 

a)計画内容に関すること 

特になし 

 

b)実施プロセスに関すること 

特に PALSAR データ判読マニュアルの作成過程において、インドネシア国内の専門知

識を最大活用するために、インドネシア大学、インドネシア国家航空宇宙研究所(LAPAN)、

及び国際林業研究センター (CIFOR)の専門家から成る技術諮問グループが形成された。

同グループの有益な技術的助言は、マニュアルの技術的完成度を高めることに効果的で

あった。 

 

4-6-2 問題点及び問題を惹起した要因 

c)計画内容に関すること 

プロジェクトのアイデアが十分適切に PDM に反映されているといえない。たとえば、

PDM のアウトプット及び活動の一部の表現が曖昧であり、多くの指標が十分に定義され

ておらず解釈が曖昧である（たとえば「信頼度」「精度」「整合性」「システム」など）。

さらに、ほとんどの指標において、達成度を判断するためのクライテリア/計画値が明確

ではなく、客観的な検証が困難である。また、一部の指標は「プロジェクトの要約」の

誤ったレベルに設定されており、PDM に記された指標だけでは、プロジェクトの達成度

を把握するのに十分ではない。この結果、プロジェクト開始後、関係者が PDM に示され

たプロジェクトの内容を理解することに時間と労力を要することになった。 

 

d)実施プロセスに関すること 

インドネシア側のプロジェクト・スタッフが、通常業務及びその他の業務に忙殺されて、

プロジェクト活動に十分に参加できなかった。しばしば、打ち合わせ・会議の時間を設定

することも困難であった。 

PDM については、2008 年 3 月の JICA 運営指導調査団の派遣時に、調査団及び DJP よっ

て、専門家チームの準備した指標解釈に関するディスカッション・ペーパーのレビューが

行われ、同ペーパーをさらに検討する必要性について合意した。しかし、その後、打ち合

わせ時間をみつけることが困難だったこともあり、指標の解釈が確定されることはなかっ

た。また、指標の解釈以外の PDM の課題については、見過ごされてきた。このため、PDM

のアウトプット・プロジェクト目標・上位目標が具体的に目指すところ（達成が期待され

る状態）や達成状況（見込み）について関係者が共通な理解をもつことが困難であった。 
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4-7 結論 
 プロジェクトは現在でも妥当である。プロジェクトの有効性は中程度と判断され、また

概ね効率的であった。インパクトについては、上位目標のプロジェクト終了後 3 年以内の

達成は、プロジェクトではコントロールできない外部要因の影響により不確実である。そ

の他のインパクトとしては、いくつかの正のインパクトが確認され、負のインパクトは確

認されておらず、予測もされない。自立的発展の可能性はあると思われる。しかしながら、

PALSAR データの継続的提供及び JAXA のデータ提供方針に関する不透明さから、DJP は、

森林資源モニタリング・評価システムにおける PALSAR データの利用について、ポスト・

プロジェクト戦略を決めかねており、実際に自立発展性が確保されるかどうかは不明確で

ある。 

 

 

第 5 章 提言と教訓 

5-1 提言 
5-5-1 短期的提言(プロジェクト終了までにプロジェクトに対する提言) 

 終了時評価調査団は、2011 年の 4 月の JCC において OJT の実施が承認され、今でも

OJT を計画中にあると理解した。残りの期間が限られていることを踏まえて、研修場所

や対象者などの研修内容を議論し、早急に決定することを提案する。加えて、PALSAR

画像を使用した土地被覆図を作成するための能力開発にギャップがあることから、プ

ロジェクトにおいて能力開発に係る明確な戦略を構築することが必要である。 

 プロジェクトが開発した土地被覆図作成のための PALSAR 画像利用ガイドラインは

PALSAR 画像解析のみを扱っており、林業省が採用しているランドサットのような通常

の解析については参照をしていない。従って、ランドサット画像の解析を補完する

PALSAR 画像の解析方法をガイドラインに反映し、その技術的手法をこれまでにインド

ネシアにおいて採用されてきた土地被覆図の作成技術と統合することが望ましい。ま

た、ガイドラインの名称も、これまでの地図作成に PALSAR 画像を補完的に利用する

ことが明確に分かるように変更することが望ましい。 

 今回の調査を通じて、プロジェクトが開発した技術が高い精度を持った非常に革新的

なものであることが分かった。この業績に対する理解が外部の関係者によって、今後

より広まっていくために、以下の活動を追加的に実施していくことを提案する。 

 技術の精度を測定し、1982 年に Card が提案したように区分毎の積算に係るバイアスを

修正する。 

 土地被覆区分の異なるレベル毎に技術的な精度表をまとめ、分類に係るより簡易、あ

るいは高いレベルの要求に応えていくために高い精度のものを実証する。 

 これまでに林業省が実施してきた方法で得られた技術的な精度とプロジェクトで開発

したものと比較する。その結果、ベースラインとして 2011 年の 6 月あるいは 7 月に発

表されると思われる「インドネシア土地被覆図（2011）」の一部として反映されること

が期待される。 

 プロジェクトの成果の要約を英語でまとめ、印刷製本し、国際的な会議等の場でプロ
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ジェクトの結果を発表する。 

 

5-5-2 長期的提言（プロジェクト終了後のインドネシア側に対する提言） 

 林業省は、土地被覆図の作成に PALSAR 画像を補完的に利用し、判読マニュアルや研

修ガイドラインといったプロジェクトの成果品を、毎年本部と全ての地方職員を対象

として実施している研修の資料として活用する。特に、能力の高い限られた職員に対

しては、将来的な PALSAR 画像の利用の可能性を見据え、PALSAR 画像の前処理的な

知識と技術を提供する。 

 終了時評価調査団はプロジェクトが開発した PALSAR 画像解析がこれまで林業省が採

用してきた手法と比較して、特に地図作成に係る時間的な間隔が短い場合の緊急的な

対応という点で潜在的な優位性があることを確認した。現行のランドサット画像

（TM/ETM+）判読では、雲を取り除くために 2 年間程度、通常 3 から 4 年、あるいは

それ以上の画像の集積が必要なため、被覆図改定間隔を最低 2 年とするか、または間

隔を 2 年以下とする場合には、その代償として雲の増加を容認する必要がある。従っ

て、林業省が地図更新に係る期間を 3 年間から 1 年程度に短縮したいという計画は、

今と同じ解析方法を採用していれば、精度の低い地図しか出来ない状況を生むだけで

ある。逆に、PALSAR や今後打ち上げが計画されている後継 ALOS は、短い期間で更

新頻度を高くすることも可能な雲のない画像の提供が可能である。よって、林業省は、

地図作成の間隔を短くしたいという必要性に鑑みて、インドネシアのある地域を対象

に、PALSAR 画像の解析の応用の可能性を検証することが必要である。 

 プロジェクトでは、非常に精度の高い PALSAR 画像解析の技術を開発した。これは、

今後、土地被覆図作成に PALSAR 画像を使用する方法を証明したと思われる。林業省

は、森林減少の発見や炭素量推計といった政策の実施に向け、将来広く使用される森

林モニタリングシステムを構築するために、他の衛星画像や手法と併せて、PALSAR

画像の更なる利用可能性を考えることが必要である。 

 

5-2 教訓 
 本プロジェクトを通じて、ボゴール農科大学と共同で業務を行ったことが、彼らの

PALSAR 画像の処理に係る技術向上に大きく貢献したことが示された。国立大学のような教

育機関は、政府に対する将来的な人材リソースの提供機関として有望であると思われる。 
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